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○大和高田市総合福祉会館に係る指定管理者の指定（社会福祉課）････････････････････１１３ 

○大和高田市高田温泉さくら荘に係る指定管理者の指定（  〃  ）････････････････１１４ 

○大和高田市地域包括ケア会議設置要綱を廃止する告示（地域包括支援課）･････････････１１４ 

公告 

○自動車臨時運行許可番号標の無効（市民課）･････････････････････････････････････････１１５ 

○農用地利用集積計画の縦覧（産業振興課）･･･････････････････････････････････････････１１５ 

○大和都市計画道路事業の変更に係る案の縦覧（都市計画課）････････････････････････････１１５ 

○令和２、３年度大和高田市指定ごみ袋当配送業務委託に関する条件付き一般 

競争入札公告（契約監理室）･･･････････････････････････････････････････････････････１１５ 

○令和２年度大和高田市ケアプラン点検業務委託に関する条件付き一般競争入 

札公告（契約監理室）････････････････････････････････････････････････････････････１１８ 

○大和高田市都市計画マスタープラン策定業務委託に関する条件付き一般競争 

入札公告（契約管理室）･･･････････････････････････････････････････････････････････１２０ 

○片塩小学校既存校舎解体及び備蓄倉庫、外部便所倉庫新築工事に関する 

条件付き一般競争入札公告（  〃  ）････････････････････････････････････････１２３ 

議会 

○大和高田市議会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市議会が 

保有する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則（議会事務局）･･･････････････････１２６ 

教育委員会 

○教育委員会３月臨時委員会の招集（教育総務課）･････････････････････････････････････１２６ 

選挙管理委員会 

○選挙管理委員会の招集（選挙管理委員会）････････････････････････････････････････････１２７ 

○選挙管理委員会の招集（   〃   ）････････････････････････････････････････････１２７ 

○大和高田市選挙管理委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和 

高田市選挙管理委員会が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する 

規程（   〃   ）････････････････････････････････････････････････････････････１２７ 

○平成３１年４月２１日執行の大和高田市長選挙における各候補者から提出 

のあった選挙運動に関する収入及び支出の要旨（   〃   ）････････････････････１２８ 

○平成３１年４月２１日執行の大和高田市議会選挙における各候補者から提 

出のあった選挙運動に関する収入及び支出の要旨（   〃   ）･･････････････････１２８ 

○大和高田市選挙管理委員会規程の一部を改正する規程（   〃   ）･････････････１２８ 

農業委員会 

○農業委員会４月定例委員会の招集（農業委員会）･････････････････････････････････････１２８ 

監査委員 

○大和高田市監査委員が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田 

市監査委員が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程（監 

査委員事務局）･････････････････････････････････････････････････････････････････１２９ 

固定資産評価委員 

○大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び 
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大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する個人情報の保護に関する規程を 

廃止する規程（固定資産評価委員事務局）････････････････････････････････････････････１２９ 

公平委員会 

○大和高田市公平委員会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市公 

平委員会が保有する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則（公平委員会 

事務局）･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････１３０ 

公営事業 

○上下水道事業会計規程の一部を改正する規程（下水道課）･･････････････････････････････１３０ 

○大和高田市上下水道事業管理者が保有する公文書の開示に関する規程及び大和 

高田市上下水道事業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する 

規程（水道総務課）････････････････････････････････････････････････････････････････１３０ 

○大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者の指定（  〃  ）･･････････････････････１３８ 

○配水管布設替工事（Ｓ０１）に関する条件付き一般競争入札公告（水道工 

務課）････････････････････････････････････････････････････････････････････････････１３８ 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

5 

 

 

 

◇地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

１ 理由 

   地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴い、地方自治法を引用する条項に条ずれが生じ 

たため、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

  次の条例における引用条項の条ずれを改めます。 

第１条 大和高田市監査委員条例（第１０条関係） 

第２条 大和高田市立病院事業の設置等に関する条例（第６条関係） 

第３条 大和高田市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（第５条関係） 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 

◇大和高田市個人情報保護条例及び大和高田市情報公開条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の一部改正により、個人情報の定義の明確化、

要配慮個人情報の定義の新設等がなされた趣旨を踏まえ、同法に準じた改正を行うほか、オンラ

イン結合の制限の規定の見直し等規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 大和高田市個人情報保護条例の一部改正（第１条の改正） 

（１） 個人情報の定義の明確化（第２条） 

個人情報該当性の判断を容易にするため、DNA、顔、声紋、指紋等の身体の特徴を電

子計算機の用に供するために変換した符号や、旅券番号、基礎年金番号等のサービス

利用や書類において対象者ごとに割り振られる符号を個人識別符号と定義し、これら

の符号も個人情報であることを明確化します。 

（２） 要配慮個人情報の定義及び取扱い（第２条第３号） 

人種、信条、病歴等の取扱いに注意を要する個人情報を要配慮個人情報と定義し、

当該情報を市が取り扱う際はあらかじめ公表することを明記します。 

（３） オンライン結合制限規定の緩和 

国の技術的助言やこれまでの個人情報保護条例の運用を踏まえ、電子計算機の結合

方法が信頼性の高いものについては、審議会への諮問を不要とします。 

（４） 審議会機能の付加（第１４条第２項） 

個人情報の取扱いの適正化を図るため、各実施機関が個人情報を取り扱う事務を開

始する際に届け出ることとされた内容について、審議会へ報告することとします。 

（５） その他所要の改正 

２ 大和高田市情報公開条例の一部改正（第２条による改正） 

（１） １ 個人情報の定義の明確化（第６条） 

個人情報の定義に個人識別符号が含まれることが明記されたことを受け、情報

公開制度においても同様の措置を講じます。 

（２） その他所要の改正 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

公布された条例のあらまし 
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◇大和高田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第二の主務省

令で定める事務及び情報を定める命令（以下「法別表第二主務省令」という。）の改正により、母

子保健法上の一定の事務について、情報連携（情報提供ネットワークシステムを通じて他の行政

機関、地方公共団体等が保有する特定個人情報を照会又は提供することをいう。以下同じ。）がで

きる法的環境が整備されたことを受けて、当該事務に係る個人情報と個人番号を結合し、情報連

携に必要な手続を進めています。これと併行して、行政手続の効率化と住民の負担軽減の観点か

ら、従来行政機関内で目的外利用してきた一定の個人情報であって法別表第二主務省令において

定められなかったものについて、庁内連携（行政機関内で、特定個人情報を利用することをいう。）

ができる法的環境を整備するべく、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律第９条第２項に基づき、所要の規定を整備するものです。 

２ 内容 

母子保健法による未熟児の訪問指導に関する事務において、母子保健法による養育医療の給付

又は養育医療に要する費用の支給に関する情報を庁内連携できるよう別表に追加します。（第４

条及び別表第２関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化

及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正

する法律の施行により、引用する情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の題名が名

称変更することに伴い、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

書面審理を行う場合の市長に対する弁明書の提出をオンライン上で行うことができる旨を規

定する条項において、引用する法律の名称を「行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る法律」から「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に改めます。（第７条関係） 

３ 施行期日 

公布の日 

◇大和高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

地域包括ケアシステムの推進に資するため、附属機関として設置している大和高田市地域包括

ケア会議の担任事務である高齢者の保健、医療、福祉及び介護に係るサービスの総合調整に関す

る事務を他の機関の事務に集約することに伴い、当該会議の名称及び担任事務を改めるほか、新

たに市長の附属機関として「大和高田市地域福祉計画策定委員会」を設置するものです。 

２ 内容 

１ 附属機関である「大和高田市地域包括ケア会議」の名称を「大和高田市老人ホーム入所判定

委員会」に変更するとともに、担任事務のうち「高齢者の保健、医療、福祉及び介護に係るサ

ービスの総合調整に関する事項」を削除します。（第２条関係） 

２ 地域福祉計画の策定に関する調査及び審議並びに答申に関する事項を担任事務とする「大和

高田市地域福祉計画策定委員会」を市長の附属機関に追加します。（第２条関係） 
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３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

会計年度任用職員制度の創設に伴い、会計年度任用職員の任用に応じた方法で服務の宣誓を行

うことができるよう規定の整備を行うほか、県費負担教職員が適切に服務の宣誓を行うことがで

きるよう、所要の改正を行います。 

２ 内容 

１ 任命権者に対して行うものとされている服務の宣誓について、県費負担教職員にあっては、

市教育委員会に対して行うものとします。（第２条関係） 

２ 任命権者又は市教育委員会は、会計年度任用職員の服務の宣誓について、会計年度任用職員

以外の職員と別段の定めをすることができることとします。（第２条関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

議会の議員が附属機関の構成員の職以外の特別職非常勤の職を兼ねる場合について、役務の対

価として報酬を支出することができるよう所要の改正を行うほか、附属機関の新設及び名称の変

更に伴う規定の整備を行うものです。 

２ 内容 

１ 議会の議員が兼務する非常勤特別職の職員の報酬を受けることができない場合を、監査委員

以外の職を兼ねる場合から、附属機関の構成員の職を兼ねる場合に改めます。（第４条関係） 

２ 新たに附属機関に設置される「大和高田市地域福祉計画策定委員会」の委員の報酬を定めま

す。（別表第１及び附則第４項関係） 

３ 「大和高田市地域包括ケア会議」の名称が「大和高田市老人ホーム入所判定委員会」に改め

られることに伴い、報酬の支給対象を「地域包括ケア会議の委員」から「老人ホーム入所判定

委員会の委員」に改めます。（別表第１関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市市民交流センター条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

市民交流センター託児室の利用者の増加を図るため、託児室の使用料を引き下げる改正を行う

ものです。 

２ 内容 

託児室の使用料を、次のとおり改定します。（別表第１関係） 

区分 改定前 改定後 

３歳未満児 １人１時間につき７００円 １人１時間につき５００円 

３歳以上児 １人１時間につき５００円 １人１時間につき４００円 

３ 施行期日 

令和２年６月１日 

◇大和高田市立看護専門学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

大学等における修学の支援に関する法律の施行により、住民税非課税世帯及びそれに準ずる世

帯への授業料等減免制度の創設及び給付型奨学金の支給の拡充を支援内容とする高等教育の修学
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支援新制度が令和２年度から実施されることに伴い、本市が設置する看護専門学校において減免

対象者として認定した者への入学金及び授業料の減免等を行うため、関係する規定の整備を行う

ものです。 

２ 内容 

１ 大学等における修学の支援に関する法律に基づく授業料及び入学金の減免の適用を受ける者

に係る当該授業料及び入学金の還付及び徴収猶予に関する規定を新設するとともに、入学金に

ついて、減免、還付及び徴収猶予を行うことができるようにします。（第４条、第５条及び第

６条関係） 

２ 上記の改正に伴い、条文の構成を改めます。（第２条～第７条関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市空家等対策の推進に関する条例 

１ 理由 

空家等の適切な管理等に関し、空家等に関する施策を市民とともに推進することにより、安全

で安心な地域社会の実現に寄与するため、市民等の責務、関係機関等との連携について定めるほ

か、空家等対策の推進に関する特別措置法のみでは、緊急時における市民の生命、身体及び財産

の保護を実施できないという状況に鑑み、これを実施できる根拠規定を定めるものです。 

２ 内容 

１ 条例を制定する目的を定めます。（第１条関係） 

２ 用語の定義を定めます。（第２条関係） 

３ 空き家等に関する施策を市民とともに推進するため、市民等の責務を定めます。（第３条関

係） 

４ 空き家等に関する施策を推進するに当たって、関係機関等との連携について定めます。（第４

条関係） 

５ 生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼす危険な状態が切迫していると認めるときに、当該

危険を回避するための緊急安全措置を定めます。（第５条関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

民法の一部改正に伴い、敷金の充当、修繕費用の負担等の入居者による原状回復に関する規定

の整備を行うほか、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

１ 敷金に関する規定の明文化に伴い、敷金充当に関する規定を追加します。（第１９条関係） 

２ 修繕費用の負担に関する規定の明文化に伴い、所要の文言整理を行います。（第２１条及び第

２２条関係） 

３ 住宅の明渡請求を行ったときに徴収する額の利率を「年５分の割合」から「法定利率」に改

めます。（第４２条関係） 

４ その他所要の改正 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 
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１ 理由 

放課後児童指導員の資格要件を緩和する経過措置の適用を受ける「みなし支援員」のみで運営

している事業所については、当該経過措置の期間が終了することにより事業継続が困難となるた

め、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、当該経過措置の期

間を延長するものです。 

２ 内容 

放課後児童支援員に求める資格要件を緩和する期間について、令和２年３月３１日までであっ

たものを３年間延長します。（附則第３条関係） 

３ 施行期日 

令和２年４月１日 

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

２．大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例【保険医療課】 

 ○理  由  国民健康保険税の算定基準を定める地方税法施行令の一部改正により、国民健康保

険税の軽減判定所得が引き上げられたことを受け、本市においても同様の措置を講じ、

軽減対象者の拡大を図るため、所要の規定の整備を行うものです。 

 ○内  容  国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとします。（第

２１条関係） 

        （１） ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に

乗ずべき金額を２８．５万円（現行：２８万円）に引き上げます。 

        （２） ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に

乗ずべき金額を５２万円（現行：５１万円）に引き上げます。 

 ○関係法令  地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第１０９号） 

 ○施行期日  令和２年４月１日 

◇大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

 ○理  由  地方税法等の一部を改正する法律等の公布に伴い、所要規定の整備を行うものです。 

 ○内  容 １ 未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直しに伴う改正

（第１条による改正 第２８の２条、第２８の３条関係、及び第２条による改正関

係） 

        （１） 令和３年度以後の各年度分の個人の市民税について、全てのひとり親家庭

に対して公平な税制を実現する観点から、婚姻歴の有無による不公平及び男性の

ひとり親と女性のひとり親の間の不公平を解消するため、所得控除及び非課税措

置に関する規定を改めます。 

       ２ 所有者不明土地等に係る固定資産税の課税上の課題に対応するため、所有者情報

の円滑な把握及び課税の公平性の確保の観点から、納税義務の特定を行うための改

正（第１条による改正 第５２条、第６５条の３関係） 

        （１） 登記簿上の所有者が死亡し、相続登記がされるまでの間において、現に所

有している相続人等に対して氏名や住所等必要な事項を申告させることができ

ることとなることに伴い、当該申告に係る提出期限及び必要な事項を定めます。 

        （２） 調査を尽くして固定資産の所有者が一人も明らかとならない場合は、事前

に使用者に通知したうえで、使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に登

録し、固定資産税を課することができることとします。 

       ３ 製造たばこの輸出等に係る課税免除手続の簡素化（第１条による改正 第８８条

及び第９０条関係） 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

10 

       ４ 肉用牛の売却による事業所得の課税特例に係る適用期限の延長（第１条による改

正 附則第８条関係） 

       ５ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税特例に

係る適用期限の延長（第１条による改正 附則第１７条の２関係） 

       ６ その他所要の規定の整備 

 ○関係法令  ・地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号） 

        ・地方税法施行令の一部を改正する政令（令和２年政令第１０９号） 

        ・地方税法施行規則の一部を改正する省令（令和２年総務省令第２１号） 

 ○施行期日  令和２年４月１日 
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条例第２号 

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

地方自治法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（大和高田市監査委員条例の一部改正） 

第１条 大和高田市監査委員条例（昭和３９年条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

第１０条中「第２４３条の２第３項」を「第２４３条の２の２第３項」に改める。 

（大和高田市立病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市立病院事業の設置等に関する条例（平成１７年条例第１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改める。 

（大和高田市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 大和高田市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第２２号）の一

部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２第８項」を「第２４３条の２の２第８項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第３号 

大和高田市個人情報保護条例及び大和高田市情報公開条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市個人情報保護条例及び大和高田市情報公開条例の一部を改正する条例 

（大和高田市個人情報保護条例の一部改正） 

第１条 大和高田市個人情報保護条例（平成１３年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号を次のように改める。 

（１） 個人情報 生存する個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記録（電

磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）

により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それによ

り特定の個人を識別することができることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、同条第４号中「、固

定資産評価審査委員会及び上下水道事業管理者」を「及び固定資産評価審査委員会」に改め、同号

を同条第６号とし、同条中第３号を第５号とし、第２号を第４号とし、第１号の次に次の２号を加

える。 

（２） 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

条 例 
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（３） 要配慮個人情報 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第２条第４項に規定

する要配慮個人情報をいう。 

第６条第１項第７号中「実施機関が」を「市長が規則で」に改め、同号を同項第９号とし、同項

第６号中「及び収集方法」を削り、同号を同項第７号とし、同号の次に次の１号を加える。 

（８） 第８条ただし書又は第９条第１項ただし書の規定により個人情報の利用又は提供を経常

的に行うときは、その利用の範囲又は提供先 

第６条第１項第５号の次に次の１号を加える。 

（６） 個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

第６条第４項に次の１号を加える。 

（４） 個人情報の本人の数が市長が規則で定める数に満たない事務 

第６条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「前２項」を「第１項及び第２項」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 市長は、前２項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を大和高田市個人情報

保護運営審議会（以下「審議会」という。）に報告するものとする。この場合において、審議会

は、実施機関に対し、当該報告に係る事項について意見を述べることができる。 

第７条第２項中「実施機関は」の次に「、要配慮個人情報のうち」を加え、「大和高田市個人情

報保護運営審議会（以下「審議会」という。）」を「審議会」に改める。 

第８条第５号中「侵害すること」を「不当に侵害するおそれ」に改める。 

第８条の２第２項中「同意があり」を「同意があるとき」に改める。 

第９条第１項第５号中「侵害すること」を「不当に侵害するおそれ」に改める。 

第１０条中「市の」を削り、同条ただし書中「法令等に規定があるとき、又は実施機関が審議会

の意見を聴いた上で、公益上必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害しないと認めるとき」を「次

の各号のいずれかに該当するとき」に改め、同条に次の各号を加える。 

（１） 法令等に定めがあるとき。 

（２） 他の実施機関と結合するとき。 

（３） 地方公共団体総合行政ネットワーク（総務省組織令（平成１２年政令第２４６号）第４

７条第５号に規定する地方公共団体総合行政ネットワークをいう。）により結合するとき。 

（４） 実施機関が審議会の意見を聴いた上で、公益上必要があり、かつ、個人の権利利益を不

当に侵害するおそれがないと認めるとき。 

第１５条第１号を次のように改める。 

（１） 開示請求をした者（以下「開示請求者」という。）以外の個人に関する情報（事業を営

む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合

することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別すること

はできないが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれが

あるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定さ

れている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる

情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に規定す

る国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する
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行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等の役員及び職員、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び

職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、

当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

第１６条に次の１項を加える。 

２ 開示請求に係る個人情報に前条第１号の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別することが

できるものに限る。）が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の

開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等及び個人識別符号の部

分を除くことにより、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が害されるおそれがないと

認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の

規定を適用する。 

第３２条第２項中「費用」を「費用として市長が規則で定める額」に改める。 

第４２条中「実施機関が」を「市長が規則で」に改める。 

（大和高田市情報公開条例の一部改正） 

第２条 大和高田市情報公開条例（平成１０年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「、固定資産評価審査委員会及び上下水道事業管理者」を「及び固定資産評価審

査委員会」に改める。 

第６条第１号中「記述等」の次に「（文書、図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録

され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。次条第２項において同

じ。）」を加える。 

第２４条中「実施機関が」を「市長が規則で」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正前の大和高田市個人情報保護条例の規定による請求その他の行為に対す

る実施機関の行う決定その他の行為は、改正後の大和高田市個人情報保護条例の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正前の大和高田市情報公開条例の規定による請求その他の行為に対する実

施機関の行う決定その他の行為は、改正後の大和高田市情報公開条例の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 

条例第４号 

大和高田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

大和高田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第３１号）の一部を次のように

改正する。 

別表第２に次のように加える。 
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１８ 市長 母子保健法（昭和４０年法律第１４１

号）による未熟児の訪問指導に関する

事務であって規則で定めるもの 

母子保健法による養育医療の給付又

は養育医療に要する費用の支給に関

する情報であって規則で定めるもの 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第５号 

大和高田市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

大和高田市固定資産評価審査委員会条例（昭和３３年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５

１号。第１０条第１項第２号及び第２項第３号において「情報通信技術利用法」という。）第３条第

１項」を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第６条

第１項」に、「前項の規定に従って弁明書が提出された」を「正副２通の弁明書の提出があった」に

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第６号 

大和高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

大和高田市附属機関設置条例（昭和３６年条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表中「大和高田市地域包括ケア会議」を「大和高田市老人ホーム入所判定委員会」に改め、

「高齢者の保健、医療、福祉及び介護に係るサービスの総合調整に関する事項並びに」を削り、 

「 

 大和高田市指定管理者選

定等委員会 

公の施設の指定管理者の候補者の選定及び

指定管理者の指定の取消し又は業務の停止

に関する事項の審査及び審議に関する事項 

」を 

「 

 大和高田市指定管理者選

定等委員会 

公の施設の指定管理者の候補者の選定及び

指定管理者の指定の取消し又は業務の停止

に関する事項の審査及び審議に関する事項 

 大和高田市地域福祉計画

策定委員会 

地域福祉計画の策定に関する調査及び審議

並びに答申に関する事項 

」に

改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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条例第７号 

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「任命権者」の次に「（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１

６２号）第３７条第１項に規定する県費負担教職員にあっては、教育委員会。以下同じ。）」を加え、

同条に次の１項を加える。 

２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の宣誓については、前項の

規定にかかわらず、任命権者は、別段の定めをすることができる。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第８号 

大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例 

大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３５年条例第３５

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「他の非常勤の特別職の職員を兼ねるときは、その兼ねる非常勤の特別職の職員と

して受けるべき」を「地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき設置する附属機関の構成員の

職を兼ねる場合においては、当該構成員としての」に改め、ただし書を削る。 

附則第３項の前の見出し及び同項を削る。 

附則第４項の見出しとして「（報酬額の特例）」を付し、同項中「平成３１年４月１日」を「令和２

年４月１日」に、「地域包括ケア会議」を「老人ホーム入所判定委員会」に、「及び文化会館運営協議

会の委員」を「、文化会館運営協議会の委員、指定管理者選定等委員会の委員及び地域福祉計画策定

委員会の委員」に改め、同項を附則第３項とする。 

附則第５項を削る。 

別表第１中 

「 

地域包括ケア会議の委員 日額 １２，０００円 

                                     」を 

「 

老人ホーム入所判定委員会の委員 日額 １２，０００円 

                                     」に、 

「 

指定管理者選定等委員会の委員 日額 １２，０００円 

                                     」を 

「 
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指定管理者選定等委員会の委員 日額 １２，０００円 

地域福祉計画策定委員会の委員 日額 １２，０００円 

                                     」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第９号 

大和高田市市民交流センター条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市市民交流センター条例の一部を改正する条例 

大和高田市市民交流センター条例（平成２７年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

別表第１託児室の部３歳未満児の項金額の欄中「７００円」を「５００円」に改め、同部３歳以上

児の項金額の欄中「５００円」を「４００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第１の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後

に領収する使用料について適用し、施行日前に領収する使用料については、なお従前の例による。 

 

条例第１０号 

大和高田市立看護専門学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市立看護専門学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例 

大和高田市立看護専門学校授業料等徴収条例（昭和６１年条例第２０号）の一部を次のように改正

する。 

第２条を次のように改める。 

（授業料等の額） 

第２条 看護専門学校の授業料、入学考査料及び入学金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める金額とする。 

（１） 授業料 年額３６０，０００円。ただし、休学する者の授業料については、当該休学の期

間中は徴収しない。 

（２） 入学考査料 ２０，０００円 

（３） 入学金 １００，０００円。ただし、市内に在住する者については５０，０００円とする

。 

第３条の見出しを「（授業料等の徴収）」に改め、同条中「４月３０日」を「４月末日まで」に、「

９月３０日」を「９月末日までの間に徴収するもの」に改め、同条に次の３項を加える。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認めるときは、前期分又は後期分の授業料

を分割して徴収することができる。 

３ 入学考査料は、入学願書受理の際に徴収する。 

４ 入学金は、入学意思表示通知書受理の際に徴収する。 
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第４条から第６条までを次のように改める。 

（減免） 

第４条 市長は、特に必要があると認めるときは、授業料及び入学金を減免することができる。 

（還付） 

第５条 既納の授業料及び入学考査料並びに入学金は、還付しない。ただし、次に掲げるときには、

授業料及び入学金を還付することができる。 

（１） 退学又は転学若しくは休学した者に過納の授業料がある場合であって、保証人の申出がな

されたとき。 

（２） 大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第８条第１項の規定によ

り授業料及び入学金の減免を行うとき。 

（３） 前２号に定めるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。 

（徴収猶予） 

第６条 市長は、第３条第１項及び第３項の規定にかかわらず、次に掲げるときには、授業料及び入

学金の徴収を猶予することができる。 

（１） 大学等における修学の支援に関する法律第８条第１項の規定による授業料及び入学金の減

免の適用を受けるための申請を受理したとき。 

（２） 前号に定めるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。 

第７条を削り、第８条を第７条とする。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第１１号 

大和高田市空家等対策の推進に関する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市空家等対策の推進に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等の適切な管理等に関し、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２

６年法律第１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、空家等に関する施策を市民とと

もに推進するために必要な事項を定めることにより、市民の生命、身体又は財産を保護するととも

に、その良好な生活環境を確保し、もって安全で安心な地域社会の実現に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において「市民等」とは、市内に居住し、若しくは滞在し、又は通勤し、若しくは

通学する者をいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例において使用する用語の意義は、法において使用する用語の

例による。 

（市民等の責務） 

第３条 市民は、空家等の適切な管理及び活用の推進についての理解と関心を深め、空家等の発生を

防止するよう努めるものとする。 

２ 市民等は、適切な管理が行われていない空家等を発見したときは、市にその情報を提供するよう

努めるものとする。 

（関係機関等との連携） 
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第４条 市長は、法及びこの条例の施行のため必要があると認めるときは、市の区域を管轄する警察

署その他の関係機関及び一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された認可地縁団体

（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第７項の認可地縁団体をいう。）その他

の住民自治組織に対し、情報の提供その他の必要な協力を求めることができる。 

（緊急安全措置） 

第５条 市長は、空家等について、人の生命、身体又は財産に重大な損害を及ぼす危険な状態が切迫

していると認めるときは、その危険な状態を回避するために必要な最小限度の措置を行うことがで

きる。 

２ 前項の措置の責任者は、その者が措置の責任者たる本人であることを示すべき証票を携帯し、要

求があるときは、何時でもこれを呈示しなければならない。 

３ 市長は、第１項の措置を講じたときは、当該空家等の所有者等に対し、当該措置の内容を通知し

なければならない。ただし、当該空家等の所有者等を確知できないときは、当該措置の内容を公告

することをもってこれに代えることができる。 

４ 市長は、第１項の措置に要した費用の徴収については、実際に要した費用の額及びその納期日を

定め、所有者等に対し、文書をもってその納付を命じることができる。 

（委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第１２号 

大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第７号中「又は既存入居者若しくは同居者」を「、既存入居者若しくは同居者」に、「ある

とき」を「あること」に改める。 

第９条第３項中「抽せん」を「抽選」に改め、同条第５項中「寡婦」を「寡婦若しくは寡夫」に、

「割り当て」を「割当て」に改める。 

第１９条第４項を同条第５項とし、同条第３項ただし書中「未納の家賃」を「賃貸借に基づいて生

じた金銭の給付を目的とする債務の不履行」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の

１項を加える。 

３ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務を履行しないときは、市は敷金を

その債務の弁済に充てることができる。この場合において、入居者は市に対し、敷金をもって賃貸

借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行の弁済に充てることを請求することが

できない。 

第２１条第１項中「畳の表替え、破損ガラスの取替え等の軽微な修繕及び給水栓、点滅器その他附

帯施設の構造上重要でない部分の修繕に要する費用」を「市長がその修繕に要する費用を入居者が負

担するものとして定めるもの」に改め、同条第３項中「第１項に掲げる修繕」を「市営住宅等の修繕」

に、「同項」を「第１項」に改める。 

第２２条第３号中「に規定する」を「において市が負担することとされている」に改める。 

第３１条第１項及び第３３条第１項中「第１４条第１項本文」を「第１４条第１項」に改める。 
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第４２条第３項中「年５分の割合」を「法定利率」に改める。 

第５４条中「、「前２条」」を「「前２条」」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に到来した支払期に係るこの条例による改正前の大和高田市営住宅条例第

４２条第３項に規定する利息については、なお、従前の例による。 

 

条例第１３号 

大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第

１９号）の一部を次のように改正する。 

附則第３条中「平成３２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

条例第１４号 

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

第２１条第２号中「２８万円」を「２８万５千円」に改め、同条第３号中「５１万円」を「５２万

円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、令和２年度以後の年度分の国民健康保険税に

ついて適用し、令和元年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

条例第１５号 

大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 

（大和高田市税賦課徴収条例の一部改正） 
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第１条 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第２８条の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第１項第３号

を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

第２８条の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第１項中「若

しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

第４０条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５項及び第１１項」

に改める。 

第５２条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第４項中「によって」

を「により」に、「においては」を「には、」に、「これを固定資産課税台帳に登録し」を「、固

定資産課税台帳に登録し、」に、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後段として

次のように加える。 

この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者

に通知しなければならない。 

第５２条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改め、同項を同条第８項

とし、同条第６項中「によって」を「により」に、「第４９条の２」を「第４９条の３」に、「み

なす」を「みなすことができる」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「に

より」に、「においては」を「には」に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みな

す」を「みなすことができる」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加え

る。 

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存在が不明である場合

（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に登

録し、その者に固定資産税を課することができる。この場合において、市は、当該登録をしよう

とするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第５４条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の３第１１項」に改

める。 

第５４条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条の３第２７

項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第３４９条の３第２８項」に改め、同

条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第２９項」に改める。 

第６５条の２の次に次の１条を加える。 

（現所有者の申告） 

第６５条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌日から３月を経過した日までに次に掲げる

事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。 

（１） 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との関係及び個人

番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所、氏名又は名称及び

同号に規定する個人との関係） 

（２） 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充課税台帳に

登記又は登録がされている個人が死亡している場合における当該個人の住所及び氏名 

（３） その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

第６６条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は現所有者が前条の

規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

第８８条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４６９条第１項第３

号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、
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「提出しない場合には、適用しない」を「提出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、卸売販売業者等

が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等について、第９８条第

１項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に

限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６

条の２の３第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用する。 

第９０条第１項中「第８８条第２項」を「第８８条第３項」に改める。 

第１１８条第６項中「第５２条第６項」を「第５２条第７項」に改める。 

第１２８条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２項から第２４項まで、

第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項又は第３４項」を「第３４９条の３第９項から第

１１項まで、第２１項から第２３項まで、第２５項、第２７項から第３０項まで、第３２項又は第

３３項」に改める。 

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成３３年」を「令和

３年」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和６年度」に改める。 

附則第１０条中「第５４条第４項」を「第５４条第８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」を「附則第１５条

第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を同条第３項とし、同条第５項中「附

則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第４項と

し、同条第６項中「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、

同項を同条第５項とし、同条第７項を削り、同条第８項中「附則第１５条第３３項第１号ニ」を「附

則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第６項とし、同条第９項中「附則第１５条第３

３項第１号ホ」を「附則第１５条第３０項第１号ニ」に改め、同項を同条第７項とし、同条第１０

項中「附則第１５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条

第８項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３０項第２号

ロ」に改め、同項を同条第９項とし、同項の次に次の１項を加える。 

１０ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市町村の条例で定

める割合は４分の３とする。 

附則第１０条の２第１２項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１５条第３０項第３

号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則第１５条第３３項第３号ロ」を「附

則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附則第１５条

第３３項第３号ハ」を「附則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同項を同条第１３項とし、同条

第１５項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第１４項と

し、同条第１６項を削り、同条第１７項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第３８項」

に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１８項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第

４１項」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１９項を同条第１７項とする。 

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年度又は令和２年度」

に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」を「令和元年度分又は令和２年度分」

に改め、同条第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和元年度適

用土地又は令和元年度類似適用土地」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 
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附則第１２条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２年度」を

「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２年度」を

「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１３条の３中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１５条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同

条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

附則第１５条の３の２を削る。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和５年度」に改める。 

附則第１８条の１５中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

附則第２０条の前の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条から第２３条まで

の規定中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又

は」に改める。 

附則第２４条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２年度」を

「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第２６条中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は

法」を「又は」に改める。 

附則第２９条中「、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、第２８項、第３２項、第

３６項、第４０項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項から第５０項まで」を「から第２

２項まで、第２４項、第２５項、第２９項、第３３項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第

４４項まで、第４７項若しくは第４８項」に、「又は第３４項」を「又は第３３項」に、「第３４

項又は法」を「第３３項又は」に改める。 

（大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（令和元年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条のうち、大和高田市税賦課徴収条例第１２条第１項第２号の改正規定を削る。 

附則第１条第２号を次のように改める。 

（２） 削除 

附則第１条第３号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。 

附則第３条を次のように改める。 

第３条 削除 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）

の規定中個人の市民税に関する部分は、令和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

令和元年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第２８条の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に支

払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書につい

て適用する。 

３ 新条例第２８条の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和４０年法律

第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受け
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るものを除く。）について提出する新条例第２８条の３第１項に規定する申告書について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和２年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

２ 新条例第５２条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２

年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５２条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例第６５条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者であることを知った者に

ついて適用する。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を改正する

法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。

次項及び第７項並びに次条において「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定する施設又は設

備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第１５条第３

３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

７ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第１５条第４

０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定は、令和２年度以後の年度分の都市計画税につ

いて適用し、令和元年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第１５条第

４０項に規定する家屋に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 施行日から都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第●号）の施行の日の前

日までの間における新条例附則第２９条の規定の適用については、同項中「、第４７項若しくは第

４８項」とあるのは、「若しくは第４７項」とする。 

（大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第６条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改め、同条第

１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条第１４項の表第５項の

項中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３

２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

（大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例（平成２９年条例第３号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

附則第２条中「３１年新条例」を「元年新条例」に改める。 

附則第４条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改め、同条第２項中「３１年新条例」

を「元年新条例」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度

分」に改める。 

第７条 大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例（平成３０年条例第２２号）の一部を次



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

24 

のように改正する。 

附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条第５号中

「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改め、同条第６号中「平成３２年１０月１日」

を「令和２年１０月１日」に改め、同条第７号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」

に改め、同条第８号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中

「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中「平成３３年度」

を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

附則第６条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条第２項中

「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、同条第３項中「平成３３年３月３１

日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」

に改める。 

附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第２項

中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、同条第３項中「平成３４年３月３

１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条

例」に改める。 

第８条 大和高田市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例（平成３１年条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 

附則第２条及び第３条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

附則第４条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

附則第５条中「平成３１年度以後」を「令和元年度以後」に改める。 

 

 

 

規則第１６号 

大和高田市養育医療の給付に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和元年１２月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市養育医療の給付に関する規則の一部を改正する規則 

大和高田市養育医療の給付に関する規則（平成２５年規則第１１号）の一部を次のように改正する。 

第９条第１項中「民法（明治２９年法律第８９号）に定める」を「民法（明治２９年法律第８９号）

第８７７条に規定する」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第９条関係） 

徴収基準額表 

階層区分 世帯の階層 
徴収基準月額 

（円） 

徴収基準加算月額 

（円） 

Ａ階層 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被

保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等
0 0 

規 則 
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の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯 

Ｂ階層 Ａ階層を除き、当該年度の市町村民税非課税世帯 2,600 260 

Ｃ階層 Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税均等割の額の

みの課税世帯 

5,400 

 

540 

 

Ｄ階層 Ａ階層、Ｂ階層及

びＣ階層を除き

当該年度分の市

町村民税の課税

世帯であって、そ

の市町村民税所

得割の額の区分

が次の区分に該

当する世帯 

所得割の年額 
  

（円） 

Ｄ１ 
15,000円以下 7,900 790 

Ｄ２ 
15,001～21,000 10,800 1,080 

Ｄ３ 
21,001～51,000 16,200 1,620 

Ｄ４ 
51,001～87,000 22,400 2,240 

Ｄ５ 87,001～171,300 34,800 3,480 

Ｄ６ 171,301～252,100 49,400 4,940 

Ｄ７ 
252,101～342,100 65,000 6,500 

Ｄ８ 
342,101～450,100 82,400 8,240 

Ｄ９ 
450,101～579,000 102,000 10,200 

Ｄ１０ 
579,001～700,900 123,400 12,340 

Ｄ１１ 700,901～849,000 147,000 14,700 

Ｄ１２ 849,001～1,041,000 172,500 17,250 

Ｄ１３ 
1,041,001～1,222,500 199,900 19,990 

Ｄ１４ 1,222,501～1,423,500 229,400 22,940 

Ｄ１５ 1,423,501円以上 全額 

左の徴収基準月

額の 10％。ただ

し、その額が

26,300円に満た

ない場合は、

26,300円 

備考 １ この表のＣ階層における「均等割」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｄ１～Ｄ１５階層における

「所得割」とは、同項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、同



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

26 

法第３１４条の７、第３１４条の８、同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び

第５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。）の額をいう。なお、同法第

３２３条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額を所得割の額又は均

等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

２ 所得割の額を算定する場合には、未熟児等及びその未熟児等の属する世帯の扶養義

務者が指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の

指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住所を有する者であるときは、これらの者

を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定す

るものとする。 

３ 徴収月額の決定の特例 

（１） 同一世帯から２人以上の未熟児等が給付を受ける場合においては、その月の

徴収基準月額（（２）による日割計算後の額）の最も多額な未熟児等以外の未熟児

等については、徴収基準加算月額によりそれぞれ算定するものとする。 

（２） 入院期間が、１か月未満の者については、徴収基準月額又は徴収基準加算月

額につき、さらに日割計算によって決定する（ただし、Ｄ１５階層を除く。）。 

            

（３） １０円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 

（４） 未熟児等の扶養義務者がないときは、徴収月額の決定は行わないもの 

とする。ただし、未熟児等本人に市町村民税が課せられている場合は、本人 

につき扶養義務者に準じて徴収月額を決定するものとする。 

４ 世帯階層区分の認定は、当該未熟児等の属する世帯の構成員及びそれ以外の者で現

に未熟児等を扶養しているもののうち、当該未熟児等の扶養義務者の全てについて、

その市町村民税の課税の有無等により行うものとする。 

５ この表の「全額」とは、当該未熟児等の措置に要した費用につき、市長が支弁すべ

き額又は費用総額から医療保険各法及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）による負担額を差し引いた残りの額を

いう。ただし、高額療養費の支給がなかったものとして金額を算出するものとする。 
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６ 災害等により、前年度と該当年度との所得に著しい変動があった場合には、その状

況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをして差し支えないものとする。 

７ 次のいずれかに該当する者であって当該事実を明らかにすることができる書類を

提出したものについては、地方税法第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦又は同

項第１２号に規定する寡夫とみなし、その者の前年の所得（地方税法第２９２条第１

項第１３号の総所得金額、退職所得金額及び山林所得の合計額をいい、１月から６月

までの間の利用においては、前々年とする。以下同じ。）が同法第２９５条第１項第

２号の規定に該当するときは、市町村民税非課税として取り扱うものとする。 

（１） 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていないもののう

ち、扶養親族その他その者と生計を一にする子（前年の所得が所得税法第８６条第

１項の規定により控除される額（以下「基礎控除額」という。）以下である子（他

の者の同一生計配偶者又は扶養親族である者を除く。以下同じ。）に限る。）を有

するもの（次号に掲げる者を除く。） 

（２） （１）に掲げる者のうち、扶養親族である子を有し、かつ、前年の所得が５

００万円以下であるもの 

（３） 婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていないもののう

ち、その者と生計を一にする子（前年の所得が基礎控除額以下である子に限る。）

を有し、かつ、前年の所得が５００万円以下であるもの 

８ 備考７の規定により寡婦又は寡夫とみなした者であって、市町村民税非課税として

取り扱う者以外の者については、備考１における所得割の額を計算する場合には、総

所得金額、退職所得金額又は山林所得金額の合計額から、備考７第１号又は第３号に

該当する場合にあっては２６万円を、備考７第２号に該当する場合にあっては３０万

円を控除するものとする。 

 

様式第３号を次のように改める。 

様式第３号（第３条関係） 

（表） 

世 帯 調 書 

申請者氏名 
 

 
本人氏名  
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本
人
の
属
す
る
世
帯
構
成 

世帯構成員名 
本人と 

の続柄 

性

別 

生年 

月日 
個人番号 

階層 

区分 

市町村民

税 額 
備考 

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

 

 

       

世
帯
外
扶
養
義
務
者 

氏名 
        

住所 
 

氏名 
        

住所 
 

※ 階層区分は記載しないでください。 
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（裏） 

記 載 要 領 

 

１ 「世帯構成員名」の欄には、未熟児等本人を含めて未熟児等と生計を一にしている者を全員記入

してください。 

２ 「世帯外扶養義務者」の欄には、世帯構成員以外の扶養義務者で現に未熟児等に対して扶養を実

施している扶養義務者がいる場合にのみ記入してください。 

３ 市町村民税等の証明書は、扶養義務者全員の分を添付してください。ただし、公簿等により確認

することができる場合及び扶養義務者（満１８歳未満の者）で未就業である場合は、証明書は不要

です。 

 

市町村民税等の証明書 

収入（市町村民税等）情報 添付証明書 

１ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による

被保護者（単給を含む。） 

生活保護受給証明書 

２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに 

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者 

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第 

３０号）による支援給付を受けている者 

支援給付を受けている証明書 

３ 上記以外の方 市（区町村）民税の課税証明書又は非課税

証明書 

【備考】 

（１） １月から７月までに申請をする場合は、前々年分の所得を証明する書類、８月から１２月

に申請する場合は、前年分の所得を証明する書類を提出してください。 

（２） 現在無職であっても前々年分（１月から７月までに申請の場合）又は前年分（８月から１

２月までに申請の場合）の市町村民税を課税されている場合は、市町村民税を証明する書類を提

出してください。 

（３） 前々年分（１月から７月までに申請の場合）又は前年分（８月から１２月までに申請の場

合）の市町村民税を課税されている方が２人以上いる場合は、それぞれの証明書を提出してくだ

さい。 

（４） 市町村民税の所得（課税）証明書は、各種控除が明記されているものを提出してください。 

 

様式第１０号中「所得税額」を「市町村民税額」に改める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

規則第２号 

大和高田市病院事業会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年３月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   
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大和高田市病院事業会計規則の一部を改正する規則 

大和高田市病院事業会計規則（平成１９年規則第２６号）の一部を次のように改正する。 

第２５条第２項第１号中「、賃金」を削り、「、退職給与費」を「及び退職給与費」に改める。 

第２８条第１項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号を第４号とす

る。 

別表中 

「 

給与費 賞与引当金繰入額 事業年度末に在籍する職員に対して支

給が見込まれる期末手当・勤勉手当の

うち、当事業年度の負担に属する支給

対象期間相当分 

賃金  

報酬  

」を 

「 

給与費 賞与引当金繰入額 事業年度末に在籍する職員に対して支

給が見込まれる期末手当・勤勉手当の

うち、当事業年度の負担に属する支給

対象期間相当分 

報酬  

」に、 

「 

経費 報償費  

賃金  

厚生福利費 職員に対する法定外福利費 

」を 

「 

経費 報償費  

厚生福利費 職員に対する法定外福利費 

」に、 

「 

看護専門学校費 賞与引当金繰入額  

賃金  
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報酬  

」を 

「 

看護専門学校費 賞与引当金繰入額  

報酬  

」に、 

「 

訪問看護ステーション費 賞与引当金繰入額  

賃金  

報酬  

」を 

「 

訪問看護ステーション費 賞与引当金繰入額  

報酬  

」に 

改める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

規則第３号 

令和元年改正条例附則第４項及び第５項の規定による住居手当に関する規則を次のように定める。 

令和２年３月１６日 

大和高田市長 堀内 大造   

令和元年改正条例附則第４項及び第５項の規定による住居手当に関する規則 

（適用除外職員） 

第１条 一般職の職員の給与に関する条例及び大和高田市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例

に関する条例の一部を改正する条例（令和元年条例第１９号。以下「改正条例」という。）附則第

４項の規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

（１） 改正条例第２条の規定の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において同条の規定

による改正前の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号。以下この条及び次

条において「改正前給与条例」という。）第８条第１項に該当していた職員であって、改正前給

与条例第８条の規定を適用するとしたならば同条第１項に該当しないこととなる職員 

（２） 改正条例附則第４項に規定する旧手当額が２，０００円以下となる職員 

（３） 令和２年３月１日において改正条例第２条の規定による改正前給与条例第８条第１項に該

当していた職員であって、同月２日から同月３１日までの間に改正前給与条例第第８条第１項に

該当しないこととなった職員 

（４） 令和２年３月２日から同月３１日までの間に改正前給与条例第８条の規定による住居手当

に係る家賃の月額に変更があった職員であって、当該変更後の家賃の月額を基礎として同条第２

項の規定により算出される住居手当の月額が２，０００円以下となったもの 
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（家賃の月額に変更があった場合の旧手当額） 

第２条 改正条例附則第４項の規則で定める額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める額を基礎として改正前給与条例第８条第２項の規定により算出される住居手当の月額に相

当する額とする。 

（１） 変更後の家賃の月額が当該変更前に支給されていた改正条例附則第４項の規定による住居

手当の月額の算出の基礎となった家賃の月額（以下この号及び次号において「旧家賃月額」とい

う。）より高い場合 旧家賃月額 

（２） 変更後の家賃の月額が旧家賃月額より低い場合 変更後の家賃の月額 

（確認及び決定） 

第３条 任命権者（その委任を受けた者を含む。）は、施行日の前日に改正前給与条例第８条の規定に

より支給されていた住居手当に係る事実（令和２年３月２日から施行日までの間における当該住居

手当に係る家賃の月額の変更を含む。）を一般職の職員の給与等に関する条例施行規則（昭和３２

年規則第１１号。以下「給与規則」という。）第４条の７第１項に規定する住居届その他の資料に

より確認し、当該住居手当を受けていた職員が改正条例附則第４項の職員たる要件を具備する場合

は、施行日において支給すべき同条の規定による住居手当の月額を決定しなければならない。 

（支給の始期及び終期） 

第４条 改正条例附則第４項及び第５項の規定による住居手当の支給は、令和２年４月から開始し、

職員が同条例附則第４項の職員たる要件を欠くに至った日の属する月（その日が月の初日であると

きは、その日の属する月の前月）又は令和３年３月のいずれか早い月をもって終わる。 

（一般職の職員の給与等に関する条例施行規則の準用） 

第５条 一般職の職員の給与等に関する条例施行規則第４条の７から第４条の１１まで（第４条の１

０第１項を除く。）の規定は、改正条例附則第４項及び第５項の規定による住居手当の支給につい

て準用する。この場合において、同規則第４条の７第１項中「新たに条例第８条第１項の職員とし

ての要件を具備するに至った職員は、当該要件を具備していること」とあるのは「一般職の職員の

給与に関する条例及び大和高田市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部

を改正する条例（令和元年条例第１９号）附則第４項及び第５項の規定による住居手当を受けてい

る職員は、その住居、家賃の額、住宅の所有関係等に変更があった場合には、当該変更に係る事実」

と、「ならない。住居手当を受けている職員の住居、家賃の額、住宅の所有関係等に変更があった

場合についても、同様とする」とあるのは「ならない」と、同規則第４条の８第１項中「決定し、

又は改定」とあるのは「改定」と、同条第２項中「前項」とあるのは「令和元年改正条例附則第４

項及び第５項の規定による住居手当に関する規則（令和２年規則第３号）第３条又は前項」と、同

規則第４条の１０第２項中「改定する。この場合において、前項ただし書の規定は住居手当の月額

を増額して改定する場合について準用する」とあるのは「改定する」と読み替えるものとする。 

（補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、改正条例附則第４項及び第５項の規定による住居手当の支給

に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（一般職の職員の給与等に関する条例施行規則の一部改正） 

２ 一般職の職員の給与等に関する条例施行規則（昭和３２年規則第１１号）の一部を次のように改

正する。 

第４条の７に次の１項を加える。 
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２ 前項の場合において、やむを得ない事情があると認められるときは、添付すべき書類は、届出

後速やかに提出することをもって足りるものとする。 

第４条の１１の次に次の１条を加える。 

（令和３年４月１日における届出の特例） 

第４条の１２ 令和３年３月３１日において一般職の職員の給与に関する条例及び大和高田市一

般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例（令和元年条例第１

９号）附則第４項及び第５項の規定による住居手当を支給されている職員であって、同年４月１

日においても引き続き当該住居手当に係る住宅を借り受け、家賃を支払っているもののうち、同

日に条例第８条第１項に該当することとなるものについては、令和２年３月３１日において支給

されていた住居手当に係る第４条の７第１項の規定により行われた届出（令和元年改正条例附則

第４項及び第５項の規定による住居手当に関する規則（令和２年規則第３号）第５条において準

用する第４条の７第１項の規定による届出が行われた場合には、当該届出）を令和３年４月１日

において支給されることとなる住居手当に係る同項の規定により行われた届出とみなす。 

 

規則第４号 

市長が保有する公文書の開示に関する規則及び市長が保有する個人情報の保護に関する規則の一部

を改正する規則を次のように定める。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

市長が保有する公文書の開示に関する規則及び市長が保有する個人情報の保護に関する規則

の一部を改正する規則 

（市長が保有する公文書の開示に関する規則の一部改正） 

第１条 市長が保有する公文書の開示に関する規則（平成１１年規則第５０号）の一部を次のように

改正する。 

題名を次のように改める。 

大和高田市情報公開条例施行規則 

第１条中「、市長が保有する公文書について」を削り、「の施行に関し、必要な」を「第２４条

の規定に基づき、実施機関が保有する行政文書の開示について必要な」に改める。 

第６条第１項及び第２項、第７条第１項及び第３項並びに第１０条中「市長」を「実施機関」に

改める。 

第１１条第１項中「昭和３７年法律第１６０号」を「平成２６年法律第６８号」に、「市長」を

「実施機関」に、「陳述する」を「述べる」に、「その陳述を聴かずに」を「意見を述べる機会を

与えずに」に改める。 

第１２条中「市長」を「実施機関」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

区分 金額 

写 し の 作

成 に 要 す

る費用 

文書又は図画（マイク

ロフィルム、写真フィ

ルム及びスライドを除

く。） 

乾式複写機による用紙への

複写（白黒） 

用紙１枚につき１０円 

乾式複写機による用紙への

複写（カラー） 

用紙１枚につき２０円 

マイクロフィルム 用紙への印刷 用紙１枚につき８０円 

写真フィルム 印画紙への印画 １枚につき  ３０円 
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スライド 印画紙への印画 １枚につき １００円 

録音テープ 陸音カセットテープへの複

写 

１巻につき ４３０円 

ビデオテープ ビデオカセットテープへの

複写 

１巻につき ５８０円 

電磁的記録 用紙への出力（白黒） 用紙１枚につき１０円 

用紙への出力（カラー） 用紙一枚につき２０円 

光ディスクへの複写 １枚につき ３５０円 

その他の方法により写しを作成する場合 当該作成に要する費用 

写 し の 送

付 に 要 す

る費用 

公文書の写しを送付

する場合 

当該送付に要する費用 当該送付に要する費用 

備考 

１ 写しを交付する用紙は、日本産業規格Ａ列３番までのものを用いるものとする。ただし、

これを超える規格の用紙を用いた場合の個人情報が記録された公文書の写しの枚数は、日本

産業規格Ａ列３番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算定する。 

２ 写しを交付する場合において、用紙の両面に印刷等するときは、片面を１枚として額を算

定する。 

様式第１号中「大和高田市長  殿」を「宛先（実施機関名）」に改め、様式第２号中「大和高

田市長」を「実施機関名」に改め、様式第３号から様式第６号までの規定中「大和高田市長  印」

を「実施機関名  印」に、「大和高田市長に対して」を「     に対して」に、「大和高田

市長と」を「     と」に改め、様式第７号から様式第１０号までの規定中「大和高田市長」

を「実施機関名」に改め、様式第１１号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大

和高田市長に対して」を「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改

め、様式第１２号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改める。 

（市長が保有する個人情報の保護に関する規則の一部改正） 

第２条 市長が保有する個人情報の保護に関する規則（平成１３年規則第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名を次のように改める。 

大和高田市個人情報保護条例施行規則 

第１条中「市長」を「実施機関」に改める。 

第３条第１項中「第６条第１項前段」を「第６条第１項」に改め、「個人情報取扱事務の開始の」

を削り、「個人情報取扱事務開始届」を「個人情報取扱事務登録簿」に改め、同条第２項中「第６

条第１項第７号に規定する実施機関が定める事項」を「第６条第１項第９号の規則で定める事項」

に改め、同項第１号中「開始年月日」を「開始（変更）年月」に改め、同項第２号を次のように改

める。 

（２） 特定個人情報の収集の有無 

第３条第２項中第４号から第６号までを削り、第７号を第４号とし、同条第３項中「第６条第１

項後段の規定による個人情報取扱事務の変更の届出及び第２項」を「第６条第２項」に、「個人情

報取扱事務変更・廃止届」を「個人情報取扱事務廃止届」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 条例第６条第５項第４号の規則で定める数は、１人とする。 

第５条第１項中「個人情報目的外利用申請書」を「個人情報目的外利用・提供申請書」に改め、

同条第２項中「個人情報目的外利用可否決定通知書」を「個人情報目的外利用・提供可否決定通知
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書」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（目的外提供に係る申請等） 

第５条の２ 条例第９条第１項ただし書の規定による利用目的以外の目的のための個人情報の提

供（以下「目的外提供」という。）を受けようとする他の実施機関の課の長は、当該個人情報を

所管する課の長に個人情報目的外利用・提供申請書を提出しなければならない。ただし、緊急そ

の他特にやむを得ないと認められるときは、口頭によることができる。 

２ 前項本文の規定による申請があったときは、当該申請に係る個人情報を所管する課の長は、そ

の可否を決定し、個人情報目的外利用・提供可否決定通知書により当該申請をした課の長に通知

するものとする。 

第６条第１項中「による個人情報の提供（以下「外部提供」という。）を受けようとするものは、

市長」を「による利用目的以外の目的のための個人情報の提供（以下「外部提供」という。）を受

けようとする実施機関以外のものは、実施機関」に改め、同条第３項中「市長」を「実施機関」に、

「申請をしたもの」を「申請をした者」に、「外部提供をするとき」を「実施機関」に改める。 

第１１条第１項第１号中「旅券」の次に「、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カード」を加

え、同項第３号及び第４号中「印鑑登録証明書を添付した」を「署名又は押印のある」に改め、同

条第２項中「旅券」の次に「、個人番号カード」を加える。 

第１３条第１項及び第２項、第１４条第１項及び第３項中「市長」を「実施機関」に改める。 

第２１条第１項第１号中「個人情報の目的外利用」を「個人情報の目的外利用、目的外提供」に、

「個人情報目的外利用又は外部提供中止決定通知書」を「個人情報目的外利用・提供又は外部提供

中止決定通知書」に改め、同項第２号中「個人情報の目的外利用」を「個人情報の目的外利用、目

的外提供」に、「個人情報目的外利用又は外部提供部分中止決定通知書」を「個人情報目的外利用・

提供又は外部提供部分中止決定通知書」に改め、同項第３号中「個人情報の目的外利用」を「個人

情報の目的外利用、目的外提供」に、「個人情報目的外利用又は外部提供不中止決定通知書」を「個

人情報目的外利用・提供又は外部提供不中止決定通知書」に改める。 

第２４条中「市長」を「実施機関」に改める。 

第２５条第１項中「昭和３７年法律第１６０号」を「平成２６年法律第６８号」に、「市長」を

「実施機関」に、「陳述する」を「述べる」に、「その陳述を聴かずに」を「意見を述べる機会を

与えずに」に改める。 

第２６条中「市長」を「実施機関」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第２２条関係） 

区分 金額 

写 し の 作

成 に 要 す

る費用 

文書又は図画（マイク

ロフィルム、写真フィ

ルム及びスライドを

除く。） 

乾式複写機による用紙への

複写（白黒） 

用紙１枚につき１０円 

乾式複写機による用紙への

複写（カラー） 

用紙１枚につき２０円 

マイクロフィルム 用紙への印刷 用紙１枚につき８０円 

写真フィルム 印画紙への印画 １枚につき  ３０円 

スライド 印画紙への印画 １枚につき １００円 

録音テープ 陸音カセットテープへの複

写 

１巻につき ４３０円 
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ビデオテープ ビデオカセットテープへの

複写 

１巻につき ５８０円 

電磁的記録 用紙への出力（白黒） 用紙１枚につき１０円 

用紙への出力（カラー） 用紙一枚につき２０円 

光ディスクへの複写 １枚につき ３５０円 

その他の方法により写しを作成する場合 当該作成に要する費用 

写 し の 送

付 に 要 す

る費用 

個人情報の写しを送

付する場合 

当該送付に要する費用 当該送付に要する費用 

備考 

１ 写しを交付する用紙は、日本産業規格Ａ列３番までのものを用いるものとする。ただし、

これを超える規格の用紙を用いた場合の個人情報が記録された公文書の写しの枚数は、日本

産業規格Ａ列３番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算定する。 

２ 写しを交付する場合において、用紙の両面に印刷等するときは、片面を１枚として額を算

定する。 

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。
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様式第１号（第３条関係） 

個人情報取扱事務登録簿 

事務区分 □ □

部 課

1

2

3 4 個人情報の人数 人

□ 氏名 □ 婚姻歴 □ 資産状況

□ 性別 □ 親族関係 □ 収入状況

□ 年齢・生年月日 □ 趣味・嗜好 □ 課税・納税

□ 住所・居所 □ 職業・職歴 □ 口座番号

□ 電話・メール □ 学業・学歴 □ 公的扶助

5 記録項目 □ 本籍・国籍 □ 地位・役職 □ その他（※２）

□ 印影 □ 資格・賞罰

□ 個人識別符号 □ 成績・評価 □ 意見・要望

□ その他（※１） □ 相談内容

□ 個人識別符号 □ 容貌

□

□ 病歴 □ 刑事事件に関する手続

□ 思想・信条・宗教 ※ 収集根拠 □ 心身機能の障害 □ 犯罪被害を被った事実

□ 人種・民族 □ 健診等の結果

□ 犯罪歴 □ 医師等による指導・診察・調剤

□ 社会的差別の原因となる社会的身分 □ 少年法の保護事件に関する手続

□ 本人 第7条第3項第 号該当 □ 他の実施機関

6 主な収集先 □ 住基情報 ２号該当は法令名 □ 国、県、他官公庁

□ 実施機関内部 8号該当は審議会承認日 □ 私人・民間・公知

( ）

□ 有 ⇒ □ 1,000件以上 □ 有 ⇒ 第10条第 号該当

□ 無 □ 1,000件未満 １号該当は法令等の名称

□ 無

（ ）

□ 有 ⇒ 内容

□ 無

□ 有 ⇒ 第8条第 号該当 利用させる課

11 - 1 2号の場合は法令等の名称 事務の名称又は内容

□ 無 5号の場合は審議会承認日 主な利用項目

（ ）

12 - 1 □ 有 ⇒ 第9条第1項第 号該当 提供する課

2号の場合は法令等の名称 事務の名称又は内容

□ 無 5号6号の場合は審議会承認日 主な提供項目

（ ）

〕

〕

目的外・外部

提供(経常的）

〔

目的外利用(経常的）

〔

10
外部委託

指定管理 〔

□
紙ベース

□ 不可

結合 ４号該当は審議会承認日

〕

(情報の保有機関）

9

7 特定個人情報
オンライン

8 検索処理 □
データベース

（システム検索） （台帳検索）

その他の事項

（身体の一部の特徴）

（年金等公的番号） その他（※3）

要配慮個人情報

センシティブ情報

対象者の範囲

基本的事項 家庭・社会 資産・収入 その他※１～３の記載欄

最終変更年月

事務の名称

事務の目的

開始年月 所属 コード

実施機関の名称 全庁共通 固有 登録№
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様式第２号（第３条関係） 

個人情報取扱事務廃止届 

年  月  日 

 

大和高田市長  殿 

 

実施機関名             

所管課名          印   

 

大和高田市個人情報保護条例第６条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

個 人 情 報 取 扱 

事 務 の 名 称 

  

廃 止 年 月 日 年      月      日 

廃 止 の 理 由 

 

 

様式第３号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改める。 

様式第４号から様式第７号までを次のように改める。 

様式第４号（第５条及び第５条の２関係） 

個人情報目的外利用・提供申請書 

年  月  日 

〔所管課〕 

          課長宛 

 

課長          印   

 

  貴課が保有する個人情報を目的外で利用し、又は提供を受けたいので、次のとおり申請します。 

個 人 情 報 取 扱 

事 務 の 名 称 
 登録№  

利用し、又は提供を 

受ける個人情報の項目 
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所管課の個人情報

取 扱 事 務 の 名 称 
 登録№  

利 用 の 目 的  

根拠条文及び理由 

目的外利用 目的外提供 

条例第８条第  号該当 条例第９条第１項第  号該当 

理由（第２号又は第５号に該当する場合に限る。） 

個 人 情 報 の 

受 渡 し 方 法 
□閲覧 □紙文書の受渡し □電磁的記録での受渡し □オンライン  

利 用 ・ 提 供 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

備 考  

 

様式第５号（第５条及び第５条の２関係） 

個人情報目的外利用・提供可否決定通知書 

年  月  日 

 

          課長宛 

 

〔所管課〕          

課長        印   

 

      年  月  日付けで申請のあった個人情報の目的外利用・提供については、次のとお

り決定したので通知します。 

決 定 の 内 容 

□利用可（条例第８条第  号を適用） 

 

□提供可（条例第９条第１項第  号を適用） 

 

□否 

理由 
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個 人 情 報 

取扱事務の名称 
 登録№  

利用又は提供を 

認める個人情報の

内 容 又 は 項 目 

 

所管課の個人情報 

取扱事務の名称 
 登録№  

利 用 の 目 的  

個 人 情 報 の 

受 渡 し 方 法 
□閲覧 □紙文書の受渡し □電磁的記録での受渡し □オンライン 

利用・提供期間 年  月  日から    年  月  日まで 

備 考  

 

様式第６号（第６条関係） 

個人情報外部提供申請書 

第     号 

年  月  日 

  宛先（実施機関名） 

申請者 住 所                    

氏 名                印   

法人その他の団体にあっては、事務所（事業所）  

                  の所在地及び名称並びに代表者の氏名       

電話番号                   

 

  個人情報の外部提供を受けたいので、次のとおり申請します。 

個 人 情 報 取 扱 

事 務 の 名 称 
 

提供を受けようとする 

個 人 情 報 の 項 目 
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利 用 の 目 的 

及 び 理 由 
 

提 供 を 受 け た 

個 人 情 報 の 

管 理 方 法 

 

個 人 情 報 の 

受 渡 し 方 法 

□閲覧 □紙文書の受渡し □電磁的記録での受渡し 

□その他（                  ） 

提 供 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

備 考  

 

様式第７号（第６条関係） 

個人情報外部提供可否決定通知書 

第     号 

年  月  日 

          殿 

実施機関名        印   

 

       年  月  日付けで申請のあった個人情報の外部提供については、次のとおり決定

したので通知します。 

決 定 の 内 容 

□可（条例第９条第１項第  号を適用） 

 

□否 

理由 

 

 

個 人 情 報 取 扱 

事 務 の 名 称 
 

個 人 情 報 の 項 目  
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利 用 の 目 的  

個 人 情 報 の 

受 渡 し 方 法 

□閲覧 □紙文書の受渡し □電磁的記録での受渡し 

□その他（                  ） 

提 供 期 間 年  月  日から    年  月  日まで 

提 供 す る 条 件  

所 管 課 
部       課       係  

（電話           内線    ） 

備 考  

 

様式第８号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第９号中「大和高田市長 殿」を

「宛先（実施機関名）」に改め、様式第１０号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式

第１１号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大和高田市長に対して」を

「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式第１２号中「大

和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、第１５条」を「第１５条第１項」に、「大和高田

市長に対して」を「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様

式第１３号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大和高田市長に対して」を

「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式第１４号中「大

和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第１５号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」

に、「大和高田市長に対して」を「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」

に改め、様式第１６号及び様式第１７号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第１８

号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大和高田市長に対して」を「     に

対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式第１９号中「大和高田市長 殿」

を「宛先（実施機関名）」に改め、様式第２０号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様

式第２１号及び様式第２２号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大和高田市

長に対して」を「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式

第２３号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第２４号中「大和高田市長 殿」を「宛

先（実施機関名）」に改め、様式第２５号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第２

６号及び様式第２７号中「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「大和高田市長に対

して」を「     に対して」に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式第２８

号中「大和高田市長」を「実施機関名」に改め、様式第２９号中「大和高田市長 殿」を「宛先（実

施機関名）」に改め、様式第３０号中「個人情報目的外利用」を「個人情報目的外利用・提供」に、

「大和高田市長」を「実施機関名」に、「個人情報の目的外利用」を「個人情報の目的外利用、目

的外提供」に改め、様式第３１号及び様式第３２号中「個人情報目的外利用」を「個人情報目的外
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利用・提供」に、「大和高田市長  印」を「実施機関名  印」に、「個人情報の目的外利用」を

「個人情報の目的外利用、目的外提供」に、「大和高田市長に対して」を「     に対して」

に、「大和高田市長と」を「     と」に改め、様式第３３号及び様式第３４号中「大和高田

市長」を「実施機関名」に改める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

規則第１１号 

大和高田市老人ホーム入所判定委員会規則を次のように定める。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市老人ホーム入所判定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市附属機関設置条例（昭和３６年条例第２２号）第３条の規定に基づ

き、大和高田市老人ホーム入所判定委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営について必

要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 医師 

（２） 老人福祉法第５条の３に規定する老人福祉施設の代表者 

（３） 市の老人福祉及び地域支援事業の担当職員 

（４） その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説

明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第６条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉部社会福祉課において処理する。 
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（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ この規則の施行後最初に行われる委員会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

 

規則第１２号 

大和高田市指定管理者選定等委員会規則を次のように定める。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市指定管理者選定等委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市附属機関設置条例（昭和３６年４月１日条例第２２号）第３条の規

定に基づき、大和高田市指定管理者選定等委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会の委員は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、審査又は審議する指定管理者の候補者の選定及び指定の取消

し又は業務の停止に関する事案ごとに委嘱し、又は任命する。ただし、市長が複数の事案を一括し

て審議することが適当と認めるときは、この限りでない。 

（１） 行政施策に関する識見を有する者 ３人以内 

（２） 副市長 

（３） 企画政策部長及び財務部長 

（４） 審査又は審議の対象となる公の施設を所管する部等の長 

３ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が所管する公の施設に係る指定管理者の選定等を行う場合

においては、同項第２号中「副市長」とあるのは「教育長」と、同項第４号中「審査又は審議の対

象となる公の施設を所管する部等の長」とあるのは「教育委員会事務局長」と読み替えるものとす

る。 

（任期） 

第３条 委員会の委員の任期は、委嘱又は任命の日から事案の審査又は審議が終了する日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことはできない。 
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３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説

明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（除斥） 

第６条 委員は、自己又は３親等内の親族が代表者となっている団体又は直接の利害関係のある団体

に関する事案については、議事に加わることができない。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、企画政策部企画創生課において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ この規則の施行後最初に行われる委員会の会議の招集は、第５条第１項の規定にかかわらず、市

長が招集する。 

 

規則第１３号 

大和高田市立病院の料金等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年３月１９日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市立病院の料金等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

大和高田市立病院の料金等に関する条例施行規則の一部を改正する規則（平成１７年規則第２０号）

の一部を次のように改正する。 

第７条第２項中「同一家族でない」を「その生計を同一にしない」に改める。 

様式第３号を、次のように改める。 

様式第３号（第７条関係） 

入院申込書兼誓約書 

 

この度の入院につきまして、病院からの説明を十分に理解しましたので、ここに入院を申し込みま
す。 
なお、入院中は、病院の規則や指示をよく守り、他の患者又は病院職員に迷惑をかけることなく治

療に専念すること及び次に掲げることを誓約し、万一これに違反した場合は、下記保証人と連帯して
その義務を果たすことを誓約します。 
 
１ 病院長の指示に従わないときは、いつ退院を命じられても決して異議は申しません。 
２ 入院料、手数料等及び診療に係る費用について、遅滞なく支払います。 
３ 借用した寝具、器具等は大切に使用し、退院時に員数を揃えて返納します。なお、破損、紛失
等の場合は、弁償金を支払います。 

４ 入院治療に必要としない金品貴重品等を病室に持ち込みません。ただし、貴重品等が在る場合
は、自身の責任により保管します。 

５ 病院内及び病院敷地内では、喫煙しません。 
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患 

者 

住所  

氏名         印 生年月日   年 月 日生 性別  

電話  携帯  

 

緊
急
連
絡
先 

（
ご
家
族
等
） 

住所  続柄   

氏名          印 
電話  

携帯  

勤務先  勤務先電話  

 

連
帯
保
証
人 

住所  

氏名            印 
電話  

携帯  

生年月日     年  月  日生 続柄  

 
※ １ 連帯保証人は、患者とその生計を同一にしない成年者に限ります。 

２ 連帯保証人が支払の責任を負う極度額は   万円ですが、極度額の増額についてご相談さ
せていただくことがあります。 

３ この申込書は、入院日から２日以内に受付窓口へ提出してください。 
 
 

年  月  日   

大和高田市立病院長 殿 

 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

規則第１４号 

大和高田市地域福祉計画策定委員会規則を次のように定める。 

令和２年３月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市地域福祉計画策定委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市附属機関設置条例（昭和３６年条例第２２号）第３条の規定に基づ

き、大和高田市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営について必要

な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員１２名以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
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（１） 学識経験を有する者 

（２） 保健、医療及び福祉に関係する団体が推薦する者 

（３） 市民で構成する団体を代表する者 

（４） 商工会等産業団体を代表する者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、委嘱の日から大和高田市地域福祉計画が策定される日までとする。ただし、

委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長）  

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員会の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説

明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第６条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、福祉部社会福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ この規則の施行後最初に行われる委員会の会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、市長が招

集する。 

 

規則第１５号 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則を次のように定める。 

令和２年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、若者の地域社会への帰属意識及び自己肯定感の向上を図るため、若者に対し居

場所を提供することについて必要な事項を定め、もって若者の地域社会からの孤立を防止すること

を目的とする。 

（呼称） 
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第２条 居場所は、「ヒサかた」と呼称する。 

（実施時間） 

第３条 居場所の実施時間は、次に掲げるとおりとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２

３年法律第１７８号）に規定する休日は除く。 

（１） 土曜日 午前９時から正午  

（２） 毎月第３金曜日 午後５時から午後６時 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは実施時間を変更することができる。 

（対象者） 

第４条 居場所を利用できる者は、市内に在住する４０歳未満の者であって、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に定める義務教育を終了した後に中途退学、早期離職等により、社会的孤立のお

それがあるもの（以下「若者」という。）とする。 

（事業内容） 

第５条 事業の内容は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 若者に対する助言及び指導に関すること。 

（２） 若者と地域社会をつなぐ交流体験活動に関すること。 

（３） 若者への包括的な支援を実施するための関係機関との連携に関すること。 

（４） 広報活動の実施に関すること。 

（５） 前各号に規定するもののほか、市長が必要と認める事項 

（利用の申込み） 

第６条 居場所を利用しようとする者は、「ヒサかた」利用申込書（様式第１号）を市長に提出するも

のとする。 

（利用の承諾等） 

第７条 市長は、前条に規定する申込書の提出があったときは、その内容を確認し、その適否を「ヒ

サかた」利用決定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前項の規定による利用の承諾をしない

ことができる。 

（１） 申込者が第４条に規定する要件を満たさないとき。 

（２） 専門機関による支援が適当であるとき。 

（利用の承諾の取消し） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の規定による利用の承

諾を取り消すことができる。 

（１） 利用者から居場所の利用について中止の届出があったとき。 

（２） 利用者が偽りその他不正な手段により承諾を受けたとき。 

（３） 居場所の管理運営上支障があるとき。 

２ 前項第１号に規定する中止の届出は、「ヒサかた」利用中止届出書（様式第３号）により行うもの

とする。 

（職員） 

第９条 第５条に掲げる事業の実施に当たり、若者指導支援員を置く。 

（任用） 

第１０条 若者支援指導員は、次に掲げる者のうちから市長が任用する。 

（１） 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第２８条の登録を受けた社会福

祉士 

（２） 精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）第２８条の登録を受けた精神保健福祉士 
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（３） 大和高田市適応指導教室設置規則（令和２年教育委員会規則第５号）第９条に規定する心

理相談員、指導員、教育アドバイザー及び専任教員 

（４） 前３号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

（補則） 

第１１条 この規則に定めるもののほか居場所の実施に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

様式第１号（第６条関係） 

  年   月   日 

 

大和高田市長  殿 

 

「ヒサかた」利用申込書 

 

（申込者名）     印 

 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則第６条の規定により、若者の居場所「ヒサ

かた」の利用を下記のとおり申し込みます。 

 

記 

 

利 用 を 希 望 す る 者 の 

氏 名 等 

氏 名 

生年月日 

住 所 

 

連 絡 先 

利 用 を 希 望 す る 理 由 

 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

様式第２号（第７条関係） 

第   号 

  年   月   日 

 

     様 

 

「ヒサかた」利用決定通知書 
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大和高田市長   印 

 

  年  月  日付けで申込みのありました若者の居場所「ヒサかた」の利用について［ 承

諾 ・ 不承諾 ］することを決定しましたので、通知いたします。 

 

記 

 

氏 名 等 

氏 名 

生年月日 

住 所 

 

 

利用を承諾・不承諾とする理由 

 

 

 

 

 

 

様式第３号（第８条関係） 

  年   月   日 

 

大和高田市長  殿 

 

「ヒサかた」利用中止届出書 

 

（届出者名）     印 

 

大和高田市若者の居場所づくり事業の実施に関する規則第８条の規定により、若者の居場所「ヒサ

かた」の利用中止を下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

利用中止を届け出る者の 

氏 名 等 

氏 名 

生年月日 

住 所 

 

連 絡 先  

利 用 を 中 止 す る 理 由 

 

 

 

 

 

備 考 
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規則第１６号 

ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則の一部を改正する規則 

ふるさと大和高田応援寄附金条例施行規則（平成２０年規則第３１号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条各号を次のように改める。 

（１） 医療・保健・福祉の充実 

（２） 若者世代・子育て世代が住みよいまちづくり 

（３） 災害に強いまちづくり 

（４） 産業の活性化 

様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第４条関係） 

ふるさと大和高田応援寄附申出書 

申込日：    年  月  日 

大和高田市長  様 

私は、下記のとおり寄附というかたちで大和高田市のまちづくりへの参加を申し出ます。 

住所／所在地（〒   ―    ）  

申出者                        

（ふりがな） 

氏名／名称                 

電 話 番 号                 

Ｅ-ｍａｉｌ                 

 

１ 寄附金額                        円 

２ 寄附方法（いずれか１つにチェックをお願いします。） 

□ 納付書払     後日、納付書を郵送します。 

□ 口座振込     後日、口座番号等を郵送でお知らせします。 

□ 現金書留         課宛に、この申出書を同封の上、郵送願います。 

□ 直接来庁         年  月  日    時頃来庁 

           （来庁日が確定されている場合は、日時をお知らせください。） 

※クレジットカード決済を希望される方は、インターネット上のポータルサイトからお申し込みくだ

さい。 

３ 希望する使途（いずれか１つにチェックをお願いします。） 

□（１） 医療・保健・福祉の充実 

□（２） 若者世代・子育て世代が住みよいまちづくり 

□（３） 災害に強いまちづくり 

□（４） 産業の活性化 

□（５） 指定しない（分野を限定しない市政全般に対する寄附）。 
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４ ご寄附いただいた方のお名前及び寄附金の額の公表を予定していますので、公表の可否をお知ら

せください。     □ 公表してよい。    □ 匿名を希望する。 

５ 返礼品の贈呈（市外在住の方） 

□ 返礼品を希望する。     □返礼品を希望しない。 

 返礼品番号 返礼品名 金額 

①  
  

円 

②  
  

円 

③       円 

④  
  

   円 

⑤       円 

⑥       円 

⑦       円 

⑧       円 

⑨       円 

⑩       円 

 合計金額    円 

※ 返礼品発送に当たり、必要な個人情報を事業者へ提供することがありますのでご留意ください。

（個人情報に関しては大和高田市個人情報保護条例等に基づき厳正に取り扱います。） 

６ 返礼品お届け先情報（寄附者情報と異なる場合のみご記入ください。） 

氏名（ふりがな） 

電話番号 

住所  〒 

 

７ 寄附金税額控除に係る申告特例（ワンストップ特例）申請書の送付希望をお知らせください。 

□ 送付を希望する。→（生年月日   年  月  日／性別  男・女 ） 

□ 送付を希望しない。 

 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

規則第２３号 

大和高田市地域包括支援センター設置規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市地域包括支援センター設置規則の一部を改正する規則 

大和高田市地域包括支援センター設置規則（平成１８年規則第２０号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条第２項中「センターに所長を置き」を「センターの所長は」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ センターに所長、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員その他必要な職員を置く。 

附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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訓令第４号 

大和高田市クリーンセンターごみ中継施設建設事業の発注に係る支援業務委託事業者選定公募型プ

ロポーザル選定委員会設置要綱を次のように定める。 

令和２年３月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市クリーンセンターごみ中継施設建設事業の発注に係る支援業務委託事業者選定公

募型プロポーザル選定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 大和高田市クリーンセンター施設整備基本計画の整理及び追加検討、発注方式の検討並びに

事業の実施方針の作成等大和高田市クリーンセンターごみ中継施設建設事業の発注に係る支援業

務を委託する事業者の選定をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、大和高田市クリー

ンセンターごみ中継施設建設事業の発注に係る支援業務委託事業者選定公募型プロポーザル選定

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 実施要領の審議及び策定に関する事項 

（２） 審査基準及び審査方法に関する事項 

（３） 提案書、プレゼンテーション等の内容の総合評価に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、受託候補者の選定に関し市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員長は、副市長をもってこれに充てる。 

３ 副委員長は、環境建設部長をもってこれに充てる。 

４ 委員は、次に掲げる者とする。 

（１） 企画政策部長 

（２） 財務部長 

（３） クリーンセンター長 

（４） 企画整備課長 

５ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の３分の２以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を徴し、又

は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 会議は、非公開とする。 

訓 令 
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（中立の保持） 

第６条 委員長、副委員長及び委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対して、利益又

は不利益を与える行為をしてはならない。 

（守秘義務） 

第７条 委員長、副委員長及び委員及び第５条第４項の規定による出席者は、職務上知り得た秘密を

他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、環境建設部クリーンセンター企画整備課において処理する。 

（委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、告示の日から施行する。 

（この訓令の失効） 

２ この訓令は、令和２年９月３０日限り、その効力を失う。 

 

訓令第５号 

大和高田市長の権限に属する事務の補助執行に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定め

る。 

令和２年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市長の権限に属する事務の補助執行に関する規程の一部を改正する訓令 

大和高田市長の権限に属する事務の補助執行に関する規程（平成１２年訓令第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第１教育長及び教育委員会事務局の職員の項中 

「６ 子育てのための施設等利用給付に関すること。 

７ 私立学校に関すること。 

８ 教育財産の取得及び処分に関すること。 

９ 教育委員会が所掌する公の施設の使用料の徴収及び減免に関すること。 

１０ 教育委員会が所掌する行政財産の目的外使用の使用料の額の決定、徴収及び減免に関する 

こと。                                        」 

を 

「６ 子育てのための施設等利用給付に関すること。 

７ 地域子ども・子育て支援事業に関すること。 

８ 若者の社会的孤立の防止に関すること。 

９ 私立学校に関すること。 

１０ 教育財産の取得及び処分に関すること。 

１１ 教育委員会が所掌する公の施設の使用料の徴収及び減免に関すること。 

１２ 教育委員会が所掌する行政財産の目的外使用の使用料の額の決定、徴収及び減免に関する 

こと。                                        」 

に改める。 

附 則 
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この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

訓令第６号 

令和２年度大和高田市敬老会演芸業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会設置要綱を次のよう

に定める。 

令和２年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

令和２年度大和高田市敬老会演芸業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 令和２年度大和高田市敬老会演芸業務委託に係る受託候補者（以下「受託候補者」という。）

の選定をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、令和２年度大和高田市敬老会演芸業務

委託事業者選定プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 実施要領の審議及び策定に関する事項 

（２） 審査基準及び審査方法に関する事項 

（３） 提案書、プレゼンテーション等の内容の総合評価に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、受託候補者の選定に関し市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長及び委員６名以内をもって組織する。 

２ 委員長は、福祉部長をもってこれに充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者とする。 

（１） 保健部長 

（２） 保護課長 

（３） 児童福祉課長 

（４） 保育課長 

４ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

（委員長） 

第４条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその

職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の３分の２以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見

を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 会議は、非公開とする。 

（中立の保持） 

第６条 委員長及び委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対し、利益又は不利益を与

える行為をしてはならない。 

（守秘義務） 
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第７条 委員長、委員及び第５条第４項の規定による出席者は、職務上知り得た秘密を他に漏らして

はならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、福祉部社会福祉課において処理する。 

（委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、告示の日から施行する。 

（この訓令の失効） 

２ この訓令は、令和２年５月３１日限り、その効力を失う。 

 

訓令第７号 

令和２年度大和高田市立病院医療事務業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会設置要綱を次の

ように定める。 

令和２年３月２６日  

大和高田市長 堀内 大造   

令和２年度大和高田市立病院医療事務業務委託事業者選定プロポーザル審査委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 大和高田市立病院医療事務業務委託に係る受託候補者（以下「受託候補者」という。）の選定

をプロポーザル方式により厳正かつ公平に行うため、令和２年度大和高田市立病院医療事務業務委

託事業者選定プロポーザル審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 実施要領及び仕様書の審議及び策定に関する事項 

（２） 審査基準及び審査方法に関する事項 

（３） 提案書、プレゼンテーション等の内容の総合評価に関する事項 

（４） 前３号に掲げるもののほか、受託候補者の選定に関し市長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員１１名以内をもって組織する。 

２ 委員長は、病院長をもってこれに充てる。 

３ 副委員長は、病院長が指名する者をもってこれに充てる。 

４ 委員は、次に掲げる者とする。 

（１） 病院長及び病院長の指名する医師 

（２） 事務局長、事務局医事課長、事務局総務課長、事務局管理課長及び事務局長が指名する事

務局職員 

（３） 看護局長及び看護局長が指名する看護局職員 

（４） 技術局長 

５ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外の者を委員とする

ことができる。 

（委員長） 

第４条 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
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２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見

を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

５ 会議は、非公開とする。 

（中立の保持） 

第６条 委員長、副委員長及び委員は、プロポーザルに参加している特定の事業者に対し、利益又は

不利益を与える行為をしてはならない。 

（守秘義務） 

第７条 委員長、副委員長、委員及び第５条第４項の規定による出席者は、職務上知り得た秘密を他

に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、市立病院事務局医事課において処理する。 

（委任） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、告示の日から施行する。 

（この訓令の失効） 

２ この訓令は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

訓令第８号 

大和高田市地域ケア会議設置要綱を次のように定める。 

令和２年３月２６日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市地域ケア会議設置要綱 

大和高田市地域包括ケアシステム構築会議設置要綱（平成２６年訓令第７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしく日常生活を営むことができる

よう、保健、医療、介護、福祉、住まい等の生活のための支援を包括的に推進するため、介護保険

法（平成９年法第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４８の規定に基づき、大和高田市

地域ケア会議（以下「地域ケア会議」という。）を設置することに関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

（所掌事務） 

第２条 地域ケア会議が所掌する事務は、次に掲げる事項とする。 

（１） 高齢者の個別ケースの検討及び課題解決のための支援の検討に関する事項 

（２） 高齢者の実態把握及び課題解決のためのネットワークの構築に関する事項 

（３） 高齢者に関する地域課題の発見及び情報共有に関する事項 
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（４） 高齢者に関する地域課題の解決に向けた施策の立案及び社会資源の開発の検討に関する事

項 

（５） その他市長が特に必要と認める事項 

（地域ケア会議の構成） 

第３条 地域ケア会議は、次に掲げる会議により構成する。 

（１） 個別地域ケア会議 

（２） 圏域別地域ケア会議 

（３） 地域包括ケアシステム構築会議 

（構成） 

第４条 地域ケア会議は、次に掲げる者のうちから、協議する内容及び会議の議題に応じ、必要な者

をもって構成する。 

（１） 医療関係者 

（２） 生活支援コーディネーター 

（３） 介護保険サービス事業所の職員 

（４） 高齢者関係機関の職員 

（５） 民生委員及び児童委員 

（６） 地域団体に属する者 

（７） 行政機関の職員 

（８） その他市長が必要と認める者 

（個別地域ケア会議） 

第５条 個別地域ケア会議は、個別ケースの支援方法についてケアプランを通して検討を行い、介護

支援専門員の自立支援に資するケアマネジメントの向上や、困難ケースの課題解決に向けた支援等

について検討を行い、地域関係機関の相互連携を高め、ネットワークの構築を図る。 

２ 個別地域ケア会議は、市長が、前条に掲げる者のうちから、事例に応じ必要と認めた者を招集し

て開催する。 

（圏域別地域ケア会議） 

第６条 圏域別地域ケア会議は、個別地域ケア会議で抽出された共通課題、地域課題及び個別地域ケ

ア会議において解決することができなかった課題の解決に向けた協議を行う。 

２ 圏域別地域ケア会議は、市長が、第３条に掲げる者のうちから、事例に応じ必要と認めた者を招

集して開催する。 

（地域包括ケアシステム構築会議） 

第７条 地域包括ケアシステム構築会議は、個別地域ケア会議及び圏域別地域ケア会議等において抽

出された市全体での共通課題や現状を共有化し、地域に必要な政策の立案に係る協議を行う。 

２ 地域包括ケアシステム構築会議は、市長が、第４条第７号に掲げる者のうちから、事例に応じ必

要と認めた者を招集して開催する。 

３ 地域包括ケアシステム構築会議に会長を置き、副市長をもって充てる。 

４ 会長は、地域包括ケアシステム構築会議を総括する。 

５ 地域包括ケアシステム構築会議は、会長が議長となり、会務を総括する。 

（個人情報の保護） 

第８条 地域ケア会議への参加者は、地域ケア会議で知り得た情報の保護に万全を期すとともに、そ

の知り得た情報等を他に漏らしてはならない。 

２ 守秘義務を課されていない者であって、個別地域ケア会議に携わる者は、地域ケア会議にかかる

個人情報に関する誓約書（別記様式）を主催者に提出しなければならない。 
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（庶務） 

第９条 地域ケア会議の庶務は、保健部地域包括支援課において処理する。 

（補則） 

第１０条 この訓令に定めるもののほか、地域ケア会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

   附 則 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

別記様式（第８条関係） 

 

大和高田市地域包括支援センター長 殿 

 

地域ケア会議にかかる個人情報に関する誓約書 

 

大和高田市地域ケア会議に係る個人情報の取扱いを遵守し、個人情報の保護に関する大和高田市の

施策に協力するとともに、会議において知り得た個人の情報について他に漏らさないことを誓います。 

 

 

       年   月   日 

 

所属機関又は団体名                   

 

住       所                   

 

氏       名                   

 

訓令第１０号 

大和高田市防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程の一部を改正する訓令を次のように定

める。 

令和２年３月３１日  

                       大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程の一部を改正する訓令 

大和高田市防犯等カメラシステムの設置、管理及び運用規程（令和元年訓令第６号）の一部を次の

ように改正する。 

第９条第２項中「の映像」を「及び講じた後の映像」に改める。 

附 則 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

告示第２６号 

差押調書、差押解除通知書を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等が不明で

あるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の規定によ

告 示 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

60 

り、次のとおり公示送達します。 

なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれ

ばいつでも交付します。 

令和２年３月１３日 

  大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したとき

に書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第２７号 

令和元年度国民健康保険税第７期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第

１項の規定により、次のとおり公示送達します。 

なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれ

ばいつでも交付します。 

令和２年３月１３日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度国民健康保険税第７期  令和２年２月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第２８号 

令和元年度市県民税第１期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所等

が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２第１項の

規定により、次のとおり公示送達します。 

なお、公示送達に係る書類は財務部収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれ

ばいつでも交付します。 

令和２年３月１３日 

                   大和高田市長 堀内 大造   

１ この通知の発送年月日 

令和元年度 市県民税第１期 令和元年７月２５日 

２ 送達を受けるべき者 

省略（市役所前掲示場掲示済） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第２９号 
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大和高田市国民健康保険脳ドック検診補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和２年３月１６日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市国民健康保険脳ドック検診補助金交付要綱の一部を改正する告示 

大和高田市国民健康保険脳ドック検診補助金交付要綱（平成４年告示第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第１項中「（以下「補助対象者」という。）」を削り、同項第１号中「満４０歳」を「満３０

歳」に改め、同項第４号中「補助金交付」を「補助金の交付」に改め、同条第２項を削る。 

第３条第１項中「委託して検診を行うものとする」を「おいて実施する検診を受診した者に補助金

を交付する」に改める。 

第４条第１項中「の７割の額とし、２万５千円を限度」を「として指定医療機関に支払った額から

５千円を差し引いた額」に改め、同条第２項を削る。 

第６条中「。以下「決定通知書」という。」を削る。 

第７条の見出し中「及び交付手続」を削り、同条第１項中「受診者」を「交付対象者」に、「検診

に要する費用の額から第４条第１項に規定する補助金の額を控除した額」を「５千円」に、「納入しな

ければならない」を「支払うものとする」に改め、同条第２項中「受診者」を「交付対象者」に改め、

同条第３項を次のように改める。 

３ 指定医療機関の長は、第１項の規定による支払を受けたときは、同項の規定により提出された受

診券を市長に送付するものとする。 

第９条を第１０条とする。 

第８条中「受診者」を「交付対象者」に改め、同条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。 

（交付） 

第８条 市長は、交付対象者が検診を受診したときは、当該交付対象者に係る補助金を、当該交付対

象者に代えて指定医療機関の長に交付することができる。 

様式第１号中「【脳ドック検診】」を「脳ドック検診」に、「満４０歳」を「満３０歳」に、「受診後

の医師の指導を遵守し、積極的に健康管理に努めます」を「補助金の支給については、脳ドック検診

を受診した医療機関に交付する方法によることに同意します」に改める。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 

告示第３０号 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱を次のように定める。 

令和２年３月１６日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、大和高田市国民健康保険条例の被保険者（以下「被保険者」という。）の健康保

持増進及び疾病の早期発見、早期治療による医療費の適正化に資するため、市が実施するがん検診

を受診した被保険者に対し、大和高田市国民健康保険がん検診補助金（以下「補助金」という。）

を交付することにつき必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「がん検診」とは、乳がん検診、子宮頸がん検診及び前立腺がん検診をい

う。 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

62 

（対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、市が実施するがん検診を受診した者であって、当該受診し

た日において被保険者であるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、大和高田市健康診査等負担金徴収規則（平成１７年規則第１８号）第

４条の規定により負担金の免除を受けた者及び市が発行する無料クーポンを使用してがん検診を

受診した者は、対象としない。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、大和高田市健康診査等負担金徴収規則別表に規定する負担金の額に相当する

額とする。 

（交付の申請及び決定） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付申請書（様

式第１号）にがん検診の領収書を添付し、がん検診を受診した年度の末日までに市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、大和高田市国民健康保険がん検診

補助金（交付・不交付）決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第６条 前条の規定による交付決定を受けた者に対する補助金の交付は、当該交付決定を受けた者の

指定する金融機関の口座への振込により行うものとする。 

（補助金の取消し及び返還） 

第７条 市長は、補助金の交付を受けた者が虚偽の申請その他不正の手段により補助金を受けたと認

めるときは、交付決定を取り消し、補助金の返還を求めることができる。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 

様式第１号（第５条関係） 

   年  月  日 

大和高田市長 殿 

 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金交付申請書 

 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金の交付を受けたいので、がん検診の領収書を添えて、次の

とおり申請します。 

 

被 保 険 者 証 番 号  生年月日  年  月  日   

住 所  

申 請 者 氏 名 

（ 受 診 者 ） 
印 電話番号      

種 別  受 診 日 検 診 料 受 診 機 関 名 
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乳 が ん   年  月  日 円  

子 宮 頸 が ん   年  月  日 円  

前 立 腺 が ん   年  月  日 円  

振

込

先 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

本店 
支店 

出張所 

普通 
当座 
その他 

口 座 番 号 

       

口 座 名 義 人 

（フリガナ） 

 

※ 医療機関から発行されたがん検診の領収書を下に貼付してください。 

申請書はがん検診を受診した年度の末日までに    課   係まで提出してください。 

【領収書添付位置】 

 

 

 

様式第２号（第５条関係） 

第     号 

年  月  日 

          様 

 

大和高田市国民健康保険がん検診補助金（交付・不交付）決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のありました大和高田市国民健康保険がん検診補助金の交付に

ついては、下記のとおり決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

決定区分 交付・不交付 

補助金の額  

振込予定日  

振込先  

 

告示第３１号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

令和２年３月１７日 

大和高田市長 堀内 大造   



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

64 

１．処分の根拠 

移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

令和２年６月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

令和元年１２月１日から令和元年１２月３１日までの間 

 

告示第３２号 

令和２年３月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２

１９条第２項の規定により公表します。 

令和２年３月１８日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 令和２年度大和高田市一般会計予算 

２ 令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

３ 令和２年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 

４ 令和２年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

５ 令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

６ 令和２年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

７ 令和２年度大和高田市水道事業会計予算 

８ 令和２年度大和高田市下水道事業会計予算 

９ 令和２年度大和高田市病院事業会計予算 

１０ 令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第８号） 

１１ 令和元年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

１２ 令和元年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

１３ 令和元年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第３号） 

１４ 令和元年度大和高田市病院事業会計補正予算（第３号） 

１５ 令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第９号） 

 

令和２年度大和高田市一般会計予算 

 

令和２年度大和高田市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８，３６０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することができる事項、期間及び限度額は「第

２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、

起債の方法、利率及び償還の方法は「第３表 地方債」による。 
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（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する

ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した報酬（会計年度任用職員に係る報酬に限る。）、給料、職員手当等及び共済

費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.市税  
6,683,000 

1.市民税 3,141,000 

2.固定資産税 2,675,000 

3.軽自動車税 157,000 

4.たばこ税 320,000 

5.都市計画税 390,000 

2.地方譲与税  
126,000 

1.地方揮発油譲与税 29,500 

2.自動車重量譲与税 91,500 

6.森林環境譲与税 5,000 

3.利子割交付金  
11,000 

1.利子割交付金 11,000 

4.配当割交付金  
66,000 

1.配当割交付金 66,000 

5.株式等譲渡所得割交付金  
38,000 

1.株式等譲渡所得割交付金 38,000 

6.法人事業税交付金  
29,000 

1.法人事業税交付金 29,000 

7.地方消費税交付金  
1,284,000 

1.地方消費税交付金 1,284,000 

9.環境性能割交付金  
15,500 

1.環境性能割交付金 15,500 
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10.地方特例交付金  
48,000 

1.地方特例交付金 48,000 

子ども・子育て支援臨時交付金 0 

11.地方交付税  
7,550,000 

1.地方交付税 7,550,000 

12.交通安全対策特別交付金  
9,000 

1.交通安全対策特別交付金 9,000 

13.分担金及び負担金  
294,489 

1.分担金 4,260 

2.負担金 290,229 

14.使用料及び手数料  
780,215 

1.使用料 472,520 

2.手数料 307,695 

15.国庫支出金  
4,524,154 

1.国庫負担金 4,210,368 

2.国庫補助金 268,342 

3.国庫委託金 45,444 

16.県支出金  
1,617,389 

1.県負担金 1,200,959 

2.県補助金 318,033 

3.県委託金 98,397 

17.財産収入  
27,470 

1.財産運用収入 27,468 

2.財産売払収入 2 

18.寄附金  
1 

1.寄附金 1 

19.繰入金  
806,512 

1.基金繰入金 806,512 

21.諸収入  
480,870 

1.延滞金加算金及び過料 14,000 

2.市預金利子 1,000 

3.貸付金元利収入 1,500 
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4.雑入 464,370 

22.市債  
3,969,400 

1.市債 3,969,400 

自動車取得税交付金  
0 

自動車取得税交付金 0 

歳  入  合  計  
28,360,000 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.議会費  
234,131 

1.議会費 234,131 

2.総務費  
5,274,334 

1.総務管理費 4,729,141 

2.徴税費 307,823 

3.戸籍住民基本台帳費 140,991 

4.選挙費 28,111 

5.統計調査費 42,400 

6.監査委員費 25,868 

3.民生費  
11,439,978 

1.社会福祉費 5,368,272 

2.児童福祉費 3,274,001 

3.生活保護費 2,797,401 

4.災害救助費 304 

4.衛生費  
2,823,015 

1.保健衛生費 1,022,960 

2.清掃費 1,800,055 

5.労働費  
21,487 

1.労働諸費 21,487 

6.農林水産業費  
130,619 

1.農業費 130,619 

7.商工費  
117,051 

1.商工費 117,051 
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8.土木費  
1,924,948 

1.土木管理費 134,673 

2.道路橋りょう費 320,445 

 3.河川費 8,133 

4.都市計画費 1,311,897 

5.住宅費 149,800 

9.消防費  
877,732 

1.消防費 877,732 

10.教育費  
2,749,563 

1.教育総務費 512,411 

2.小学校費 419,316 

3.中学校費 169,648 

4.高等学校費 386,459 

5.幼稚園費 276,066 

6.社会教育費 427,556 

7.保健体育費 558,107 

11.災害復旧費  
3 

1.公共土木施設災害復旧費 3 

12.公債費  
2,747,139 

1.公債費 2,747,139 

13.予備費  
20,000 

1.予備費 20,000 

歳  出  合  計  
28,360,000 

 

第２表 債務負担行為 

事項 期間 限度額 

大和高田市土地開発公社の金融機

関等からの融資に対する債務保証 

令和 2 年度以降事業満了ま

で 

借入金 10,000,000 千円とこ

れに対する利子の合計額 

大和高田市土地開発公社が先行取

得する大和高田当麻線街路事業用

地取得事業（令和 2年度分） 

令和 2 年度以降事業満了ま

で 

大和高田市土地開発公社が

令和 2年度において取得又

は補償する用地費等の事業

資金の借入金とこれに対す

る利子及び事務費の合計額 

仮想環境導入経費 令和 9年 3月末まで 467,925千円  

市民交流センター総合管理等業務 令和 5年 6月末まで 102,911千円  

指定ごみ袋等配送業務 令和 4年 3月末まで 1,414千円  

ごみ中継施設発注支援業務 令和 4年 3月末まで 3,020千円  
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高田千本桜に伴う周辺道路等警備

業務(R2年度設定分) 
令和 3年 4月末まで 

1時間当たり 1,900円と消費

税等に相当する額に業務に

要した時間数を乗じて得た

額 

都市計画マスタープラン策定業務 令和 4年 3月末まで 8,514千円  

文化会館総合管理等業務 令和 5年 6月末まで 127,022千円  

中学校給食調理業務 令和 5年 7月末まで 145,728千円  

初度調弁備品 令和 3年 7月末まで 328,868千円  

初度調弁備品（議会関係） 令和 3年 7月末まで 35,359千円  

議場システム導入経費 令和 3年 7月末まで 100,320千円  

出退勤システム導入経費 令和 3年 7月末まで 17,022千円  

新庁舎サイネージ導入経費 令和 3年 7月末まで 15,260千円  

防犯カメラシステム導入経費 令和 3年 7月末まで 30,102千円  

番号案内発券機システム導入経費 令和 3年 7月末まで 11,915千円  

新庁舎移転業務 令和 3年 7月末まで 27,600千円  

新庁舎パンフレットデザイン委託

料 
令和 3年 7月末まで 495千円  

新庁舎落成式及び開庁式式典業務 令和 3年 7月末まで 3,000千円  

 

第３表 地方債 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

庁舎建設事業 

千円 

（借入方法） 

 

 

普通貸借又は 

 

証券発行の方 

 

法による。 

 

 

      ％ 

 

 

3.0 以内(ただし、

利率見直し方式

で借入れる場合

について、利率の

見直しを行った

後においては、当

該見直し後の利

率) 

 

  政府資金につ

いては、その融資

条件により、銀行

その他の場合に

はその債権者と

協定するものに

よる。 

 ただし、市財政

の都合により据

置期間及び償還

期間を短縮し、又

は繰上償還もし

くは低利に借換

えすることがで

きる。 

  2,154,300 

庁舎跡地整備事

業 
23,700  〃 〃 〃 

借換債 

(土地開発公社用

地取得事業) 

121,700  〃 〃 〃 

借換債 

(高田こども園新

築事業) 

77,700  〃 〃 〃 

清掃運搬施設等 14,000  〃 〃 〃 
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整備事業 

一般廃棄物処理

事業 

（ごみ処理施設） 

26,400  〃 〃 〃 

借換債 

（耕地事業） 
3,000  〃 〃 〃 

道路新設改良事

業 
5,400  〃 〃 〃 

側溝新設改良事

業 
11,200  〃 〃 〃 

橋りょう整備事

業 
28,300  〃 〃 〃 

道路整備事業 102,100  〃 〃 〃 

河川改良事業 4,000  〃 〃 〃 

本郷大中線街路

事業 
37,100  〃 〃 〃 

大和高田当麻線 

街路事業 
145,300  〃 〃 〃 

緑化公園整備事

業 
21,600  〃 〃 〃 

借換債 

（中和幹線道路

新設改良事業） 

54,600  〃 〃 〃 

防災対策事業 15,600  〃 〃 〃 

小学校大規模改

造事業 
2,600  〃 〃 〃 

小学校校舎除却

事業 
128,700  〃 〃 〃 

災害復旧事業 1,000  〃 〃 〃 

臨時財政対策債 652,900  〃 〃 〃 

借換債 

（臨時財政対策

債） 

317,300  〃 〃 〃 

借換債 

（減収補てん債） 
20,900  〃 〃 〃 

計 3,969,400        

 

令和２年度大和高田市国民健康保険事業特別会計予算 

 

令和２年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，３２２，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，５００，

０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用する
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ことができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 第２款保険給付費に計上した各項（審査費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.国民健康保険税  
1,275,210 

1.国民健康保険税 1,275,210 

2.使用料及び手数料  
739 

1.手数料 739 

3.国庫支出金  
3,682 

2.国庫補助金 3,682 

6.県支出金  
5,419,848 

3.県負担金・補助金 5,419,848 

7.連合会支出金  
476 

1.連合会補助金 476 

8.財産収入  
100 

1.財産運用収入 100 

9.繰入金  
590,314 

1.一般会計繰入金 590,313 

2.基金繰入金 1 

10.繰越金  
14,719 

1.繰越金 14,719 

11.諸収入  
16,912 

1.延滞金加算金及び過料 7,023 

2.市預金利子 2 

3.療養費等指定公費返還金 242 

4.雑入 9,645 

歳  入  合  計  
7,322,000 

 

（歳出）                                （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 
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1.総務費  
125,061 

1.総務管理費 106,686 

2.徴税費 17,923 

3.運営協議会費 452 

2.保険給付費  
5,395,127 

1.療養諸費 4,658,512 

2.高額療養費 702,500 

3.出産育児諸費 29,415 

4.葬祭諸費 4,500 

5.移送費 200 

3.国民健康保険事業費納付

金 

 
1,706,651 

1.医療給付費分 1,175,207 

2.後期高齢者支援金等分 375,891 

3.介護納付金分 155,553 

7.共同事業拠出金  
5 

1.共同事業拠出金 5 

8.保健事業費  
85,260 

1.特定健康診査等事業費 71,283 

2.保健事業費 13,977 

9.基金積立金  
100 

1.基金積立金 100 

10.公債費  
304 

1.公債費 304 

11.諸支出金  
8,992 

1.償還金及び還付加算金 8,500 

2.繰出金 250 

3.療養費等指定公費立替金

負担金 242 

12.予備費  
500 

1.予備費 500 

歳  出  合  計  
7,322,000 

 

令和２年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計予算 
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令和２年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２４，７００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１０，００

０千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.診療収入  
104,920 

1.外来収入 100,393 

2.その他検査等収入 4,527 

2.使用料及び手数料  
11,035 

1.使用料 216 

2.手数料 10,819 

3.財産収入  
3 

1.財産運用収入 3 

4.繰入金  
8,721 

1.基金繰入金 8,244 

2.特別会計繰入金 250 

3.一般会計繰入金 227 

6.諸収入  
21 

1.市預金利子 1 

2.雑入 20 

歳  入  合  計  
124,700 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
62,291 

1.施設管理費 62,052 

2.研究研修費 239 

2.医業費  
61,894 
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1.医業費 61,894 

3.基金積立金  
3 

1.基金積立金 3 

4.公債費  
12 

1.公債費 12 

5.予備費  
500 

1.予備費 500 

歳  出  合  計  
124,700 

 

令和２年度大和高田市駐車場事業特別会計予算 

 

令和２年度大和高田市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９，６００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３６０，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.使用料及び手数料  
19,598 

1.使用料 19,598 

2.諸収入  
2 

1.市預金利子 2 

歳  入  合  計  
19,600 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款        項 本年度予算額 

1.駐車場費  
17,978 

1.駐車場費 17,978 

2.公債費  
1,522 

1.公債費 1,522 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

75 

4.予備費  
100 

1.予備費 100 

歳  出  合  計  
19,600 

 

令和２年度大和高田市介護保険事業特別会計予算 

 

令和２年度大和高田市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，１４８，３００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、３５０，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.保険料  
1,423,219 

1.介護保険料 1,423,219 

2.使用料及び手数料  
12 

1.手数料 12 

3.国庫支出金  
1,637,898 

1.国庫負担金 1,154,442 

2.国庫補助金 483,456 

4.支払基金交付金  
1,799,220 

1.支払基金交付金 1,799,220 

5.県支出金  
1,046,718 

1.県負担金 947,483 

2.県補助金 99,235 

6.財産収入  
75 

1.財産運用収入 75 

7.繰入金  
1,179,276 

1.一般会計繰入金 1,084,911 

2.基金繰入金 94,365 
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9.諸収入  
61,882 

1.延滞金加算金及び過料 10 

2.市預金利子 60 

3.雑入 61,812 

歳  入  合  計  
7,148,300 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
191,877 

1.総務管理費 152,675 

2.徴収費 3,876 

3.介護認定審査会費 34,827 

4.介護保険運営協議会費 499 

2.保険給付費  
6,467,466 

1.給付諸費 6,467,466 

3.地域支援事業費  
371,614 

1.介護予防・生活支援総

合事業費 222,070 

2.包括的支援事業・任

意事業費 149,544 

4.介護サービス事業費  
38,626 

1.居宅介護支援事業費 38,626 

5.基金積立金  
76,161 

1.基金積立金 76,161 

6.公債費  
200 

1.公債費 200 

7.諸支出金  
2,356 

1.償還金及び還付加算金 2,356 

歳  出  合  計  
7,148,300 

 

令和２年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計予算 

 

令和２年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 
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（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９５７，１００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１００，０

００千円と定める。 

 

第１表 歳入歳出予算 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.後期高齢者医療保険料  
663,437 

1.後期高齢者医療保険料 663,437 

2.使用料及び手数料  
36 

2.手数料 36 

3.繰入金  
273,193 

1.一般会計繰入金 273,193 

5.諸収入  
20,434 

1.市預金利子 22 

2.雑入 20,112 

3.延滞金加算金及び過料 300 

歳  入  合  計  
957,100 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 本年度予算額 

1.総務費  
36,688 

1.総務管理費 34,743 

2.徴収費 1,945 

2.後期高齢者医療広域連

合負担金 

 
900,163 

1.後期高齢者医療広域

連合負担金 900,163 

3.保健事業費  
18,612 

1.保健事業費 18,612 

4.公債費  
37 

1.公債費 37 
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5.諸支出金  
1,500 

1.償還金及び還付加算金 1,500 

6.予備費  
100 

1.予備費 100 

歳  出  合  計  
957,100 

 

令和２年度大和高田市水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和２年度大和高田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 総配水量      ６，８８０，０００㎥ 

     （うち県営水道からの受水量）      ６，８８０，０００㎥ 

（２） 一日平均配水量      １８，８４９㎥ 

（３） 平均給水件数      ３１，０１６件 

（４） 主要な建設改良事業 

  イ．天満配水場耐震補強工事      ７５，９００千円 

  ロ．配水管布設、布設替及び移設工事      ３７７，２７１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収          入 

 

第１款    水 道 事 業 収 益      １，９５２，１１８千円 

 第１項   営 業 収 益      １，８５２，４７７千円 

 第２項   営 業 外 収 益         ９９，５６６千円 

 第３項   特 別 利 益             ７５千円 

 

支          出 

 

第１款    水 道 事 業 費 用      １，７２６，８７８千円 

 第１項   営 業 費 用      １，６５８，２０９千円 

 第２項   営 業 外 費 用         ６５，６６９千円 

 第３項   特 別 損 失          １，０００千円 

 第４項   予 備 費          ２，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額３４４，１１９千円は当年度分損益勘定留保資金３１５，７６０千円、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額２８，３５９千円で補てんするものとする。）。 
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収          入 

 

第１款    資 本 的 収 入      ２９４，９０８千円 

第１項   企 業 債      １１０，０００千円 

第３項   負 担 金      １６７，９２０千円 

第６項   補 助 金       １６，９８８千円 

 

支          出 

 

第１款    資 本 的 支 出      ６３９，０２７千円 

第１項   建 設 改 良 費      ５２４，５９９千円 

第２項   企 業 債 償 還 金      １１２，２７７千円 

第５項   そ の 他 資 本 的 支 出          １５１千円 

第６項   予 備 費        ２，０００千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起 債 の

方法 

利 率 償 還 の 方 法 

建設改良事業債 110,000千円 証書借入 3.0％ 

以内 

 政府資金、地方公共団体金融機

構資金については、その融資条件

により、銀行その他の場合は、そ

の債権者との協定による。ただ

し、企業財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、もしく

は繰上償還又は低利に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 収益的支出における各項間の流用 

（２） 資本的支出における各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費      １５８，０５６千円 

（２） 交際費      ２０千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、３，３８８千円と定める。 

 

令和２年度大和高田市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和２年度大和高田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 
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第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 水洗化戸数      １２，７００戸 

（２） 年間総排水量      ２，７６０，０００㎥ 

（３） 主要な建設改良事業 管路建設費等      １，２００，８６５千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収          入 

第１款    下 水 道 事 業 収 益      １，３８４，０５２千円 

 第１項   営 業 収 益        ４１４，１８０千円 

 第２項   営 業 外 収 益        ９６８，７１９千円 

 第６項   国 庫 補 助 金            ５００千円 

 第７項   県 補 助 金            ６５３千円 

   

支          出 

第１款    下 水 道 事 業 費 用      １，２９５，６０１千円 

 第１項   営 業 費 用      １，０８８，６０１千円 

 第２項   営 業 外 費 用        ２０６，７５０千円 

 第３項   特 別 損 失             ５０千円 

第４項   予 備 費            ２００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額３３２，７４３千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額５１，２３１千円、当

年度損益勘定留保資金１６８，７５３円、利益剰余金予定処分額１１２，７５９千円で補てんする

ものとする）。 

 

収          入 

第１款    資 本 的 収 入      １，９６２，３３３千円 

 第１項   企 業 債      １，３３４，３００千円 

第４項   他 会 計 補 助 金        ３１７，５３３千円 

 第６項   国 庫 補 助 金        ３０５，５００千円 

 第７項   県 補 助 金          １，５００千円 

 第１０項  長 期 貸 付 金 償 還 金          ３，５００千円 

 

支          出 

第１款    資 本 的 支 出      ２，２９５，０７６千円 

 第１項   建 設 改 良 費      １，２００，８６５千円 

 第３項   企 業 債 償 還 金      １，０９０，５１１千円 

 第５項   長 期 貸 付 金          ３，５００千円 

 第７項   予 備 費            ２００千円 

 

（企業債） 
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第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

下水道事業 

946,000 

千円 

（借入方法） 

普通貸借又は

証券発行の方

法による。 

3.0％以内 

（ただし、利率

見直し方式で借

入る場合につい

て、利率の見直

しを行った後に

おいては、当該

見直し後の利

率） 

政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合には、その債権

者と協定するものに

よる。 

ただし、企業財政の

都合により据置期間

及び償還期間を短縮

し、又は繰上償還も

しくは低利に借換す

ることができる。 

資本費平準化債 

388,300 

千円 

計 
1,334,300 

千円 
   

 

（一時借入金）  

第６条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 収益的支出における各項間の流用 

（２） 資本的支出における各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費      ６１，８３８千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業運営を助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は６７０，００

０千円である。 

 

令和２年度大和高田市病院事業会計予算 
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令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第８号） 

 

令和元年度大和高田市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５３７，１００千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２７，６６５，６２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、 

「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更及び廃止は、「第４表 地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

13.使用料及び手

数料 

 
809,650 8,000 817,650 

2.手数料 
285,828 8,000 293,828 

14.国庫支出金  
4,568,104 242,329 4,810,433 

1.国庫負担金 
4,128,866 65,526 4,194,392 

2.国庫補助金 
369,339 176,803 546,142 

15.県支出金  
1,582,042 48,253 1,630,295 

1.県負担金 
1,135,968 45,054 1,181,022 

2.県補助金 
306,307 3,199 309,506 
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17.寄附金  
3,132 19,613 22,745 

1.寄附金 
3,132 19,613 22,745 

18.繰入金  
1,188,504 △282,000 906,504 

1.基金繰入金 
1,188,504 △282,000 906,504 

20.諸収入  
280,347 18,205 298,552 

4.雑入 
260,217 18,205 278,422 

21.市債  
2,879,000 482,700 3,361,700 

1.市債 
2,879,000 482,700 3,361,700 

補正されなかった科目に係る額 15,817,741 0 15,817,741 

歳  入  合  計 27,128,520 537,100 27,665,620 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.議会費  
242,623 △8,973 233,650 

1.議会費 
242,623 △8,973 233,650 

2.総務費  
4,399,577 60,118 4,459,695 

1.総務管理費 
3,808,784 57,655 3,866,439 

3.戸籍住民基本

台帳費 110,504 2,463 112,967 

3.民生費  
11,280,649 287,789 11,568,438 

1.社会福祉費 
5,308,256 113,814 5,422,070 

2.児童福祉費 
3,203,643 82,441 3,286,084 

3.生活保護費 
2,768,446 91,534 2,859,980 

4.衛生費  
2,737,930 30,417 2,768,347 

1.保健衛生費 
1,015,398 22,500 1,037,898 
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2.清掃費 
1,722,532 7,917 1,730,449 

8.土木費  
1,916,365 △123,274 1,793,091 

1.土木管理費 
133,111 600 133,711 

4.都市計画費 
1,399,663 △123,874 1,275,789 

10.教育費  
2,749,661 291,023 3,040,684 

2.小学校費 
288,259 201,821 490,080 

3.中学校費 
397,965 87,958 485,923 

4.高等学校費 
395,775 1,244 397,019 

補正されなかった科目に係る額 3,801,715 0 3,801,715 

歳  出  合  計 27,128,520 537,100 27,665,620 

第２表 繰越明許費 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 金  額 

総務費 総務管理費 子供の移動経路等安全対策事業 45,000  

土木費 道路橋りょう費 
橋りょう補修事業（高 109号線 1

号橋橋梁補修設計業務委託） 
3,988  

  都市計画費 本郷大中線街路事業 22,793  

    大和高田当麻線街路事業 10,447  

    
総合公園新設事業（水路整備工

事） 
24,750  

教育費 小学校費 
小学校営繕事業（浮孔小学校既存

校舎解体等実施設計業務委託） 
3,531  

    
小学校情報通信ネットワーク整

備事業 
201,821  

  中学校費 
中学校情報通信ネットワーク整

備事業 
87,958  

  高等学校費 
高等学校情報通信ネットワーク

整備事業 
1,244  

第３表 債務負担行為補正 

（単位：千円） 

事項 
補正前 補正後 

期間 限度額 期間 限度額 

教育用パソコン等借上

料 

令和 7年 8月末ま

で 
202,421 

令和 7 年 8 月末

まで 
218,750 

教育用パソコン等借上

料（小学校） 

令和 7年 8月末ま

で 
234,546 

令和 7 年 8 月末

まで 
100,825 
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教育用パソコン等借上

料（中学校） 

令和 7年 8月末ま

で 
97,101 

令和 7 年 8 月末

まで 
41,001 

教育用パソコン等借上

料（幼稚園） 

令和 7年 8月末ま

で 
9,455 

令和 7 年 8 月末

まで 
11,716 

第４表 地方債補正 

１ 追加 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

  千円   ％   

    (借入方法) 3.0 以内 

  政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。 

 ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。 

      (ただし､利率 

    

普通貸借又

は証券発行

の方法によ

る。 

見直し方式で借 

    入れる場合につ 

小学校情報通信ネ

ットワーク整備事

業 

103,200 

いて､利率の見

直 

しを行った後に 

    おいては､当該 

      
見直し後の利

率) 

        

        

          

中学校情報通信ネ

ットワーク整備事

業 

46,700 〃 〃 〃 

高等学校情報通信

ネットワーク整備

事業 

600 〃 〃 〃 

計 150,500       

２ 変更 

起債の目

的 

補正前 補正後 

限度額 
起債の方

法 
利率 償還の方法 限度額 

起債の方

法 
利率 償還の方法 

  千円 
( 借 入 方

法) 
     % 政府資金につ

いては、その

融資条件によ

り、銀行その

他の場合には

その債権者と

協定するもの

による。 た

だし、市財政

の都合により

据置期間及び

償還期間を短

縮し、又は繰

上償還もしく

千円 
( 借 入 方

法) 
     % 政府資金につい

ては、その融資

条件により、銀

行その他の場合

にはその債権者

と協定するもの

による。 ただ

し、市財政の都

合により据置期

間及び償還期間

を短縮し、又は

繰上償還もしく

は低利に借換え

することができ

      3.0     3.0 

    普通貸借

又は証券

発行の方

法による。 

以内   普通貸借

又は証券

発行の方

法による。 

以内 

     

(ただし、

利率見直

し方式で

借入れる

場合につ

いて、利率

の見直し

を行った

   

(ただし、

利率見直

し方式で

借入れる

場合につ

いて、利率

の見直し

を行った

庁舎建設

事業 

    

1,473,600   1,851,700   
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      後におい

ては、当該

見直し後

の利率） 

は低利に借換

えすることが

できる。 

    後におい

ては、当該

見直し後

の利率） 

る。 

          

          

          

          

          

                  

大和高田

当麻線街

路事業 

    
 

      
 

  

171,100 〃 〃 〃 126,300 〃 〃 〃 

    
 

      
 

  

小学校大

規模改造

事業 

    
 

      
 

  

34,200 〃 〃 〃 23,800 〃 〃 〃 

    
 

      
 

  

中学校大

規模改造

事業 

    
 

      
 

  

114,300 〃 〃 〃 140,300 〃 〃 〃 

    
 

      
 

  

３ 廃止 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 
千円 

 
％   

 
  (借入方法) 3.0 以内   政府資金について

は、その融資条件によ

り、銀行その他の場合

にはその債権者と協定

するものによる。 

 ただし、市財政の都

合により据置期間及び

償還期間を短縮し、又

は繰上償還もしくは低

利に借換えすることが

できる。 

 
  

 
(ただし､利率 

 
  

普通貸借又

は証券発行

の方法によ

る。 

見直し方式で借 

 
  入れる場合につ 

本郷大中線街路事

業 
16,700 

いて､利率の見直 

しを行った後に 

 
  おいては､当該 

 
  

 
見直し後の利率) 

 
  

 
  

 
  

 
  

          

 

令和元年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８，７０９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ７，７６２，４３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 
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6.県支出金  
5,584,223 △1,400 5,582,823 

3.県負担金・補助

金 5,584,223 △1,400 5,582,823 

9.繰入金  
574,734 60,109 634,843 

1.一般会計繰入金 574,733 60,109 634,842 

補正されなかった科目に係る額 1,544,772 0 1,544,772 

歳  入  合  計 7,703,729 58,709 7,762,438 

 

（歳出）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.保険給付費  
5,547,131 △4,200 5,542,931 

3.出産育児諸費 33,617 △4,200 29,417 

3.国民健康保険事

業費納付金 

 
1,717,982 62,909 1,780,891 

1.医療給付費分 1,185,451 62,909 1,248,360 

補正されなかった科目に係る額 438,616 0 438,616 

歳  出  合  計 7,703,729 58,709 7,762,438 

 

令和元年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

令和元年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の

金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

3.国庫支出金  
1,514,814 8,749 1,523,563 

2.国庫補助金 447,903 8,749 456,652 

7.繰入金  
1,105,669 △8,749 1,096,920 

1.一般会計繰入金 1,011,304 △8,749 1,002,555 

補正されなかった科目に係る額 4,208,546 0 4,208,546 

歳  入  合  計 6,829,029 0 6,829,029 

（歳出）                                （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 
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2.保険給付費  
5,917,502 0 5,917,502 

1.給付諸費 5,917,502 0 5,917,502 

補正されなかった科目に係る額 911,527 0 911,527 

歳  出  合  計 6,829,029       0 6,829,029 

 

令和元年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０，９７６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ８７９，２９１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入）                                  （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

1.後期高齢者医療

保険料 

 
583,648 18,315 601,963 

1.後期高齢者医療

保険料 583,648 18,315 601,963 

3.繰入金  
257,495 511 258,006 

1.一般会計繰入金 257,495 511 258,006 

5.諸収入  
14,410 2,150 16,560 

2.雑入 14,380 2,150 16,530 

補正されなかった科目に係る額 2,762 0 2,762 

歳  入  合  計 858,315 20,976 879,291 

（歳出） （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.後期高齢者医療

広域連合負担金 

 
809,595 18,826 828,421 

1.後期高齢者医療

広域連合負担金 809,595 18,826 828,421 

3.保健事業費  
12,801 2,150 14,951 

1.保健事業費 12,801 2,150 14,951 

補正されなかった科目に係る額 35,919 0 35,919 
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歳  出  合  計 858,315 20,976 879,291 

 

令和元年度大和高田市病院事業会計補正予算（第３号） 

 

令和元年度大和高田市一般会計補正予算（第９号） 

 

令和元年度大和高田市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２，７００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２７，６８８，３２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 
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第１表 歳入歳出予算補正 

（歳入） （単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

14.国庫支出金  
4,810,433 15,291 4,825,724 

2.国庫補助金 546,142 15,291 561,433 

15.県支出金  
1,630,295 1,504 1,631,799 

2.県補助金 309,506 1,504 311,010 

18.繰入金  
906,504 5,905 912,409 

1.基金繰入金 906,504 5,905 912,409 

補正されなかった科目に係る額 20,318,388 0 20,318,388 

歳  入  合  計 27,665,620 22,700 27,688,320 

（歳出）（単位：千円） 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

2.総務費  
4,459,695 376 4,460,071 

1.総務管理費 3,866,439 376 3,866,815 

3.民生費  
11,568,438 8,401 11,576,839 

2.児童福祉費 3,286,084 8,401 3,294,485 

4.衛生費  
2,768,347 2,300 2,770,647 

1.保健衛生費 1,037,898 2,300 1,040,198 

10.教育費  
3,040,684 11,623 3,052,307 

1.教育総務費 486,227 7,250 493,477 

5.幼稚園費 235,035 500 235,535 

7.保健体育費 547,172 3,873 551,045 

補正されなかった科目に係る額 5,828,456 0 5,828,456 

歳  出  合  計 27,665,620 22,700 27,688,320 

 

第２表 繰越明許費補正 

（単位：千円） 

款 項 事 業 名 金  額 

総務費 総務管理費 
新型コロナウイルス感染症対策経費

（市民交流センター託児室） 
376  

民生費 児童福祉費 

新型コロナウイルス感染症対策経費

（ファミリーサポートセンター、子育

て支援センター） 

229  

    新型コロナウイルス感染症対策経費 8,007  
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（公立保育所、公立こども園） 

    
新型コロナウイルス感染症対策経費

（児童館） 
165  

衛生費 保健衛生費 
新型コロナウイルス感染症対策経費

（養育支援事業） 
275  

    新型コロナウイルス感染症対策経費 2,025  

教育費 教育総務費 
新型コロナウイルス感染症対策経費

（児童ホーム） 
5,717  

  幼稚園費 
新型コロナウイルス感染症対策経費

（私立幼稚園） 
500  

  保健体育費 新型コロナウイルス感染症対策経費 3,873  

 

告示第３５号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、手数料の収納 

の事務を私人に委託したので、同条第２項の規定により次のとおり告示する。 

令和２年３月２５日 

                               大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者 

省略（市役所前掲示場に掲示済） 

２ 委託した事務の範囲 

し尿くみ取り手数料集金事務 

３ 委託期間 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

告示第３６号 

大和高田市高齢者肺炎球菌予防接種実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市高齢者肺炎球菌予防接種実施要綱の一部を改正する告示 

大和高田市高齢者肺炎球菌予防接種実施要綱（平成２６年告示第１０８号）の一部を次のように改

正する。 

第２条を次のように改める。 

（対象者） 

第２条 予防接種の対象者は、予防接種法第５条第１項に基づき市長が予防接種を行わなければなら

ない者とする。 

附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

 

告示第３７号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第９条の規定により、市道の路線を次のように認定する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

路線番号 路 線 名 起 点 重要な経過地 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

94 

終 点 

１５５２ 高５５２号線 
土庫２丁目４７３番先  

土庫２丁目４７２番６先 

１５５３ 高５５３号線 
大字有井１１９番８先  

大字有井１１９番５先 

１５５４ 高５５４号線 
西三倉堂１丁目４０７番１先  

西三倉堂１丁目４０７番１８先 

１５５５ 高５５５号線 
中三倉堂２丁目６８３番５先  

 中三倉堂２丁目６８３番３先 

１５５６ 高５５６号線 
東中２丁目２５４番５先  

 東中２丁目２７５番８先 

１５５７ 高５５７号線 
東中２丁目２５０番４先  

東中２丁目２５０番１３先 

１５５８ 高５５８号線 
中今里町３５番１先  

南今里町２２１番３先 

１５５９ 高５５９号線 
南今里町７０番１２先  

南今里町７０番６先 

１５６０ 高５６０号線 
中三倉堂１丁目４８６番６先  

 中三倉堂１丁目４８６番１３先 

１５６１ 高５６１号線 
東中２丁目３０１番４先  

 東中２丁目２９８番２４先 

１５６２ 高５６２号線 
東中２丁目３５３番３先  

東中２丁目３０３番５先 

１５６３ 高５６３号線 
大字田井２４番８先  

大字田井２４番１０先 

１５６４ 高５６４号線 
曽大根２丁目５９１番５先  

曽大根２丁目５９２番１先 

１５６５ 高５６５号線 
曽大根２丁目６１８番７先  

 曽大根２丁目６１８番４先 

１５６６ 高５６６号線 
大字勝目６２番８先  

 大字勝目６３番１先 

３１８６ 陵１８６号線 
大字大谷３１２番１先  

大字大谷３１２番８先 

３１８７ 陵１８７号線 
大字大谷２８９番１先  

大字大谷５７１番１１先 

３１８８ 陵１８８号線 
大字池田２４８番１９先  

大字池田２６４番１先 

３１８９ 陵１８９号線 
大字池田２８６番５先  

 大字池田２８５番６先 

４１３５ 天１３５号線 
大字秋吉７３番３先  

 大字秋吉１８７番１１先 

４１３６ 天１３６号線 
大字吉井５７番１１先  

大字吉井５７番６先 

４１３７ 天１３７号線 
大字根成柿４２２番４先  

大字根成柿４２２番１３先 

４１３８ 天１３８号線 
大字根成柿４２２番５先  

大字根成柿３２８番１６先 

４１３９ 天１３９号線 大字根成柿３２８番２２先  
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大字根成柿３２８番３５先  

 

告示第３８号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定により、道路の区域を次の

とおり決定し、供用を開始する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

 

２．路線名その他 

路 線 名 区     間 
幅員 

（㍍） 

延 長 

（㍍） 
備 考 

高５５２号線 
土庫２丁目４７３番先から 

土庫２丁目４７２番６先まで 
6.0～8.0 57.0  

高５５３号線 
大字有井１１９番８先から 

大字有井１１９番５先まで 
6.0～8.0 29.8  

高５５４号線 
西三倉堂１丁目４０７番１先から 
西三倉堂１丁目４０７番１８先まで 

6.0～8.0 90.2  

高５５５号線 
中三倉堂２丁目６８３番５先から 

中三倉堂２丁目６８３番３先まで 
6.0～8.0 38.1 

 

 

高５５６号線 
東中２丁目２５４番５先から 

東中２丁目２７５番８先まで 
6.1～10.1 135.8 

 

 

高５５７号線 
東中２丁目２５０番４先から 

東中２丁目２５０番１３先まで 
6.0～8.0 89.2  

高５５８号線 
中今里町３５番１先から 

南今里町２２１番３先まで 
2.7～5.2 206.9  

高５５９号線 
南今里町７０番１２先から 

南今里町７０番６先まで 
6.0～8.0 63.3  

高５６０号線 
中三倉堂１丁目４８６番６先から 
中三倉堂１丁目４８６番１３先まで 

6.0～8.0 63.5 
 

 

高５６１号線 
東中２丁目３０１番４先から 

東中２丁目２９８番２４先まで 
6.0～6.0 85.3 

 

 

高５６２号線 
東中２丁目３５３番３先から 

東中２丁目３０３番５先まで 
4.0～4.3 109.3  

高５６３号線 
大字田井２４番８先から 

大字田井２４番１０先まで 
6.0～8.0 85.2  

高５６４号線 
曽大根２丁目５９１番５先から 

曽大根２丁目５９２番１先まで 
6.0～8.0 40.3  

高５６５号線 
曽大根２丁目６１８番７先から 

曽大根２丁目６１８番４先まで 
6.0～8.0 34.8 

 

 

高５６６号線 
大字勝目６２番８先から 

大字勝目６３番１先まで 
6.0～8.0 76.2 

 

 

陵１８６号線 
大字大谷３１２番１先から 

大字大谷３１２番８先まで 
6.0～8.0 36.9  

陵１８７号線 
大字大谷２８９番１先から 

大字大谷５７１番１１先まで 
5.1～6.6 174.3  

陵１８８号線 大字池田２４８番１９先から 3.8～3.9 92.9  
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大字池田２６４番１先まで 

陵１８９号線 
大字池田２８６番５先から 

大字池田２８５番６先まで 
3.7～4.0 94.3 

 

 

天１３５号線 
大字秋吉７３番３先から 

大字秋吉１８７番１１先まで 
6.0～8.0 70.0 

 

 

天１３６号線 
大字吉井５７番１１先から 

大字吉井５７番６先まで 
6.0～8.0 77.6  

天１３７号線 
大字根成柿４２２番４先から 

大字根成柿４２２番１３先まで 
6.0～8.0 82.8  

天１３８号線 
大字根成柿４２２番５先から 

大字根成柿３２８番１６先まで 
4.0～5.6 54.9  

天１３９号線 
大字根成柿３２８番２２先から 

大字根成柿３２８番３５先まで 
4.0～4.0 96.2 

 

 

３．供用開始の期日 令和２年３月２７日 

 

告示第３９号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、市道の路線を変更する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

路線番号 旧新別 路 線 名 起 点 終 点 
重要な 

経過地 

１４６２ 

旧 

高４６２号線 

大和高田市春日町２丁目３３９番２先 

大和高田市春日町２丁目３３９番９先 

 

 

 
新 

大和高田市春日町２丁目４０２番１２先 

大和高田市春日町２丁目３３９番９先 

１４８２ 

旧 

高４８２号線 

大和高田市大東町地内大露川左岸堤防敷地先 

大和高田市東雲町９４８番１先 
 

 

 
新 

大和高田市大東町地内大露川左岸堤防敷地先 

大和高田市大東町１１３９番７先 

３０１２ 

旧 

陵 １２号線 

大和高田市大字大谷５６０番１３７先 

大和高田市大字池田２６４番１先 

 

 

 
新 

大和高田市大字大谷５６０番１３７先 

大和高田市大字池田２８５番１３先 

 

告示第４０号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域の変更を次のよう

に決定する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

２．路線名その他 

路 線 名 変更の区間 

変更前の 

幅員（ｍ） 

変更前の 

延長（ｍ） 

変更後の 

幅員（ｍ） 

変更後の 

延長（ｍ） 
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高４６２号線 
大和高田市春日町２丁目４０２番１２から 

大和高田市春日町２丁目３３９番９まで 

6.0～8.0   93.9 

4.5～8.9   151.3 

高４８２号線 
大和高田市大東町地内大露川左岸堤防敷地から 

大和高田市大東町１１３９番７まで 

6.3～6.3   30.9 

6.0～11.1   90.5 

陵 １２号線 
大和高田市大字大谷５６０番１３７から 

大和高田市大字池田２８５番１３まで 

3.9～7.0   523.4 

3.8～7.0   606.6 

 

告示第４１号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を開始する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

路 線 名 供用開始の区間 供用開始の期日 

高４６２号線 
大和高田市春日町２丁目４０２番１２から 

大和高田市春日町２丁目３３９番９まで 
令和２年３月２７日 

高４８２号線 
大和高田市大東町地内大露川左岸堤防敷地から 

大和高田市大東町１１３９番７まで 
令和２年３月２７日 

陵 １２号線 
大和高田市大字大谷５６０番１３７から 

大和高田市大字池田２８５番１３まで 
令和２年３月２７日 

 

告示第４２号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定により、道路の区域を次の

とおり変更し、供用を開始する。 

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヵ月間一般の縦覧に供する。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．道路の種類 市道 

２．路線名その他 

路 線 名 区     間 
変更 

前後 

幅員 

（㍍） 

延長 

（㍍） 
備 考 

高 １１号線 
大字有井 127番 1先から 

大字有井 119番 1先まで 

前 4.7～5.2 24.7 
面積増 

後 7.9～8.1 24.7 

高 ３９号線 
土庫二丁目 472番 1先から 

土庫二丁目 115番 3先まで 

前 2.7～3.0 15.8 
〃 

後 4.0～4.1 15.8 

高 ６２号線 
材木町 831番 1先から 

材木町 1016番 1先まで 

前 14.3～17.3 56.7 
面積減 

後 7.9～7.9 56.7 

高 ７０号線 

大字有井 18番先から 

大字有井 1番先まで 
前 2.9～3.7 70.3 

面積増 
後 3.7～5.0 70.3 

高１００号線 
材木町 734番 1先から 

材木町 817番 2先まで 

前 5.6～8.2 128.4 
面積減 

後 5.0～10.4 128.4 

高１７３号線 
中三倉堂一丁目 560番 3先から 

中三倉堂一丁目 561番 1先まで 

前 3.2～3.4 22.5 
面積増 

後 4.0～4.0 22.5 

高１８４号線 大字曽大根 481番 1先から 前 3.7～4.9 222.3 〃 
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大字曽大根 508番 1先まで 後 4.2～5.7 222.3 

高１８６号線 
西三倉堂一丁目 409番 1先から 

西三倉堂一丁目 455番 8先まで 

前 3.5～4.2 28.8 
〃 

後 4.1～4.3 28.8 

高２１９号線 
大字勝目 69番 1先から 

大字勝目 91番 1先まで 

前 4.7～8.0 98.8 
〃 

後 6.3～6.8 98.8 

高２２１号線 
大字勝目 62番 8先から 

大字田井池法面まで 

前 4.2～4.2 10.8 
面積増 

後 4.2～4.3 10.8 

高２２１号線 

大字勝目 91番 1先から 

大字勝目 97番 1先まで 
前 4.1～4.2 22.9 

〃 
後 6.6～7.3 22.0 

高２３６号線 
大字曽大根 157番先から 

大字曽大根 563番先まで 

前 4.1～5.7 83.4 
〃 

後 4.5～6.5 82.9 

高２３９号線 
大字曽大根 156番 1先から 

大字曽大根 158番 2先まで 

前 9.0～11.1 38.6 
〃 

後 9.0～11.6 38.6 

高３１５号線 
西三倉堂二丁目 730番先から 

東中二丁目 298番 24先まで 

前 6.6～9.7 24.2 
面積減 

後 6.7～9.1 24.2 

高４６２号線 
春日町二丁目 338番 23先から 

春日町二丁目 339番 9先まで 

前 6.0～8.0 92.0 
面積増 

後 7.1～8.9 92.0 

瀬 １０号線 
大字藤森 84番 6先から 

大字藤森 75番 1先まで 

前 6.2～7.5 18.2 
〃 

後 7.4～9.5 18.2 

陵  １号線 
大字大谷 300番先から 

大字大谷 312番 1先まで 

前 4.1～4.3 18.0 
〃 

後 5.6～5.7 18.0 

陵１５７号線 
大字岡崎 63番先から 

大字岡崎 46番 3先まで 

前 4.0～4.0 7.4 
面積減 

後 2.2～2.2 7.4 

天  ７号線 

大字出 283番 2先から 

大字出 163番 1先まで 
前 2.6～3.4 34.6 

面積増 
後 2.9～5.5 34.6 

天 ２７号線 
大字秋吉 92番 2先から 

大字秋吉 187番 1先まで 

前 4.0～4.1 21.9 
〃 

後 6.1～6.1 21.9 

天 ５５号線 
大字吉井 58番 1先から 

大字吉井 71番 4先まで 

前 6.1～6.1 22.7 
〃 

後 6.3～6.3 22.7 

３．供用開始の期日 令和２年３月２７日 

 

告示第４３号 

大和高田市公の施設の指定管理者選定等委員会設置要綱を廃止する告示を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市公の施設の指定管理者選定等委員会設置要綱を廃止する告示 

大和高田市公の施設の指定管理者選定等委員会設置要綱（平成１７年告示第３３号）は、廃止す

る。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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告示第４４号 

大和高田市住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度に関する要綱の一部を改正する告示を

次のように定める。 

令和２年３月３０日  

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度に関する要綱の一部を改正する

告示 

大和高田市住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度に関する要綱（平成２４年告示第８

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項各号を次のように改める。 

（１） 住民基本台帳法の規定による住民票の写し、住民票記載事項証明書、戸籍の附票の写し、

除票の写し、除票記載事項証明書、除かれた戸籍の附票の写し、除かれた戸籍に記載した事項に

関する証明書及び磁気ディスクをもって調製された戸籍又は除かれた戸籍に記録されている事

項の全部又は一部を証明した書面 

（２） 戸籍法の規定による戸籍の謄本又は抄本、戸籍に記載した事項に関する証明書、除かれた

戸籍の謄本又は抄本、除かれた戸籍に記載した事項に関する証明書及び磁気ディスクをもって調

製された戸籍又は除かれた戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面 

第２条第２項第１号中「同法第２０条第１項」を「第２０条第１項」に改め、同項第２号中「同法

第２０条」を「第２０条」に、「を請求する者」を「が必要である旨を申し出る者」に改め、同項第

３号及び第４号中「同法第１２条の２」を「第１２条の２」に改める。 

第３条第１項第１号中「附票に」の次に「記載又は」を加え、「消除された住民票」を「除票」に

改め、同項第２号中「作成」を「編成」に改め、「含む。）に」の次に「記載又は」を加え、「者で、

国内に住所を有する者」を「者」に改め、同条第２項中「死亡した者、失そう宣告を受けた者」を「死

亡し、又は失踪宣告を受け、若しくは住民基本台帳法第８条及び住民基本台帳法施行令（昭和４２年

政令第２９２号）第１２条第１項の規定により住民票が職権消除されている者」に改める。 

第４条第１項中「登録（以下「事前登録」という。）」を「事前登録」に改め、同条第２項中「住

民基本台帳カード、運転免許証、旅券、官公署が発行した免許証、許可証又は登録証明書等（いずれ

も写真が貼付された有効期限内のものに限る。）その他の本人であることを証するため市長が適当と

認める書類」を「別表第１に掲げる書類のうちいずれか１種類又は別表第２に掲げる書類のうちいず

れか２種類」に改め、同条第３項第１号本文中「代理人の」を「法定代理人に係る」に改め、「本人

確認書類」の次に「（別表第１に掲げる書類のうちいずれか１種類又は別表第２に掲げる書類のうち

いずれか２種類）」を加え、同号ただし書中「ただし」の次に「、法定代理人の資格を証明する書類

について」を加え、同項第２号中「法定代理人以外の者」を「任意代理人」に、「代理人の」を「任

意代理人に係る」に改め、「本人確認書類」の次に「（別表第１に掲げる書類のうちいずれか１種類

又は別表第２に掲げる書類のうちいずれか２種類）」を加える。 

第５条第１項中「するもの」の次に「とし、申込者に対し本人通知制度事前登録通知書（様式第３

号）により、事前登録に関する通知を行うもの」を加える。 

第６条第１項中「登録した日」を「事前登録を行った日の翌日」に改め、同項に次のただし書を加

える。 

ただし、事前登録の期間が満了する日までに次条による事前登録の廃止の申込みがないときは、

その期間について更に３年間延長するものとし、その後において期間が満了したときも同様とする。 

第６条第２項を次のように改める。 
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２ 市長は、前項の規定による延長をしたときは、本人通知制度事前登録通知書により、事前登録者

に事前登録の期間の延長に関する通知を行うものとする。 

第７条第１項中「、又は」を「又は」に、「様式第３号」を「様式第４号」に改め、同条第２項中

「第４項」を「第５項」に改める。 

第８条中「様式第４号」を「様式第５号」に改め、同条ただし書中「、市長が特別な請求と認めた

場合」を「、第三者からの請求について、市長が特別な理由があると認めた場合」に改め、同条第１

号を次のように改める。 

（１） 住民票の写し等の交付年月日 

第９条中「当該事前登録」を「事前登録」に改め、同条第２号中「失そう宣告」を「失踪宣告」に

改め、同条第３号中「せず、」の次に「住民基本台帳法第８条及び」を加え、「（昭和４２年政令第

２９２号）」を削り、同条中第４号を次のように改める。 

（４） 第７条第１項の規定による変更の届出がされていないことが判明したとき。 

第５号を第４号とする。 

附則の次に別表として次の２表を加える。 

別表第１（第４条関係） 

書類の種類 

個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。） 

運転免許証 

運転経歴証明書（平成２４年４月１日以降発行のものに限る。） 

旅券 

在留カード 

特別永住者証明書 

障害者手帳 

官公署がその職員に対して発行した身分証明書（顔写真付きのもの） 

その他これらに準ずる書類として市長が適当と認めるもの 

 

別表第２（第４条関係） 

書類の種類 

健康保険被保険者証 

介護保険被保険者証 

生活保護受給者証 

年金手帳 

預金通帳 

キャッシュカード 

クレジットカード 

診察券 

学生証（顔写真付きのもの又は顔写真のないもの） 

社員証（顔写真付きのもの又は顔写真のないもの） 

その他これらに準ずる書類として市長が適当と認めるもの 
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様式第１号を次のように改める。 

様式第１号（第４条関係） 

（表） 

本人通知制度事前登録申込書 

（宛先）大和高田市長                       年  月  日 

 
次のとおり事前登録を申し込みます。 

申込者（通知

を 希 望 す る

方）本人 

住  所  

氏  名 

フリガナ 

                        印  

生年月日      年  月  日  性  別 男・女 

本  籍   筆頭者名  

連 絡 先   

＊代理人が申込みをする場合は、次の欄に記入してください。 

代理人の区分 １．法定代理人  ２．任意代理人 

氏  名 

フリガナ 

                        印  

住  所  

連 絡 先   

注１ 裏面の内容をよくお読みください。 
注２ 各欄に必要事項を記入し、該当する番号に○印を付けてください。 
注３ 次の書類を提出し、又は提示してください。 
（１） 申込者（通知を希望する方）本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、
旅券等） 

（２） あなたがこの申込みに係る法定代理人であるときは、併せて法定代理人であることを証明す
る書類（戸籍謄本等）及び法定代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許
証、旅券等） 

（３） あなたがこの申込みに係る任意代理人であるときは、併せて任意代理人であることを証明す
る書類（委任状等）及び任意代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、
旅券等） 

注４ 登録期間は、登録日（受付日の翌日）から３年間となります。廃止の届出がなければ、期間満
了後に自動的に登録期間を３年間延長します。 

 
＊以下の欄は、記入しないでください。 

 

受 付 区 分 本人等の確認書類 備 考 

№ □本人 
□法定代理人 
□任意代理人 

□個人番号カード 
□運転免許証 
□旅券 
□その他（          ） 

  

処 理 画 面 戸籍 受付簿 通 知 日 備 考 

入 力    

   年  月  日 

 

確 認    
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（裏） 

住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度について 

 

１． この制度は、大和高田市において、この制度により事前登録をした者（以下「事前登録者」と
いう。）に係る住民票（除票を含む。）の写し、住民票記載事項証明書（除票を含む。）、戸籍の附
票（除附票を含む。）の写し、磁気ディスクをもって調製された戸籍の附票（除附票を含む。）の
写しに記録されている事項の全部又は一部を証明した書面、戸籍（除籍を含む。）謄抄本、戸籍（除
籍を含む。）に記載した事項に関する証明書及び磁気ディスクをもって調製された戸籍又は除かれ
た戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証明した書面（以下「住民票の写し等」という。）
を第三者（本人等≪注≫の代理人及び本人等以外の者（国又は地方公共団体の機関を除く。）をい
う。以下同じ。）に交付した場合に、その事実について通知するものです。 

≪注≫本人等 ＝（住民票関係）本人又は本人と同一の世帯に属する者 
        （戸 籍 関 係）本人、本人の配偶者、直系尊属又は直系卑属 

 
２． 第三者に事前登録者の住民票の写し等を交付したときは、事前登録者に住民票の写し等交付通

知書を送付します。なお、通知書を発送するまでには事務処理の期間を必要としますので、あら
かじめご了承ください。 

 
３． 通知の内容は、住民票の写し等を第三者に交付した年月日、住民票の写し等の種別及び通数、

交付請求者の種別です。申請者の氏名等は通知の対象となりません。また、要綱第８条により通
知の対象とならない場合もありますので、あらかじめご了承ください。なお、その他の内容につ
いて確認が必要な場合は「大和高田市個人情報保護条例」に基づき、自己情報の開示請求をする
ことができます。 
通知の送付先は、事前登録者の住民登録地になります。 

 
４． 住民票の写し等交付通知書は、事前登録者についての住民票の写し等を第三者に交付した場合

に限り通知するものです。なお、事前登録者と同一世帯の住民票、戸籍簿に記載されている者で
あっても、事前登録をしていなければ通知の対象となりません。 

 
５． 転出又は転居、戸籍届出等により、事前登録した内容に変更が生じた場合、又は事 

前登録を廃止する場合は届出が必要です。転出又は転居、戸籍届出等による変更があった場合、届
出をしなければ、通知が届かなくなりますのでご注意ください。また、通知が複数回にわたり返戻
となった場合、事前登録を廃止することがありますのでご注意ください。 
なお、事前登録者が死亡した（失踪宣告を受けた場合を含む。）ときや、居所不明等により住

民票が消除されたときは、事前登録を廃止します。 
 
６． 事前登録者は、疾病その他やむを得ない理由により自ら手続をすることができない場合は、法

定代理人又は任意代理人により事前登録の変更・廃止の届出をすることができます。ただし、本
人通知制度事前登録（変更・廃止）届出書と併せて次の書類の提出又は提示が必要となります。 

（１） 事前登録者本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅券等） 
（２） あなたがこの届出に係る法定代理人であるときは、併せてその資格を証明する書類（戸籍謄
本等）及びあなたが法定代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅
券等） 

（３） あなたがこの届出に係る任意代理人であるときは、併せて任意代理人であることを証明する
書類（委任状等）及びあなたが任意代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転
免許証、旅券等） 

 
７． 事前登録の期間は、登録日（受付日の翌日）から３年間です。廃止の届出がなければ、期間満

了日の翌日から自動的に３年間延長されます。廃止を希望される場合は、期間満了前までにその
旨の届出をしてください。 

様式第３号及び第４号を次のように改める。 

様式第３号（第７条関係） 

本人通知制度事前登録（変更・廃止）届出書 
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（宛先）大和高田市長                       年  月  日 

 
事前登録の内容の変更・事前登録の廃止を次のとおり届け出ます。 

事前登録の内容の変更

又は登録を廃止する者

（本人） 

住  所  

氏  名 

フリガナ 

 

生年月日      年  月  日  

事前登録の変更内容 
１ .氏 名   ２ .住 所   ３ .本 籍 ・ 筆 頭 者 名 

４.その他（               ） ５.廃止 

変 更 前  

変 更 後  

＊代理人が申込みをする場合は、次の欄に記入してください。 

代理人の区分 １．法定代理人  ２．任意代理人 

氏  名 

フリガナ 

 

住  所  

連 絡 先   

注１ 各欄に必要事項を記入し、該当する番号に○印を付けてください。 
注２ 次の書類を提出し、又は提示してください。 
（１） 事前登録者本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅券等） 
（２） あなたがこの届出に係る法定代理人であるときは、併せてその資格を証明する書類（戸籍謄
本等）及びあなたが法定代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅
券等） 

（３） あなたがこの届出に係る任意代理人であるときは、併せて任意代理人であることを証明する
書類（委任状等）及びあなたが任意代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転
免許証、旅券等） 

 
＊以下の欄は、記入しないでください。 

 

様式第４号（第８条関係） 

年  月  日 

住 所 

氏 名    様 

大和高田市長         

受 付 区 分 本人等の確認書類 備 考 

№ 
□本人 
□法定代理人 
□任意代理人 

□個人番号カード 
□運転免許証 
□旅券 
□その他（          ） 

  

処 理 画 面 戸籍 受付簿 通 知 日 備 考 

入 力 
   

   年  月  日 

 

確 認 
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住民票の写し等交付通知書 

 

あなたの住民票の写し等を交付しましたので、次のとおり通知します。 

 

記 

 

 

＊ 住民票の写し等を交付した内容については、大和高田市個人情報保護条例第１４条に基づき、

自己に係る個人情報の開示を請求することができます。 

なお、請求していただいても全てを開示できない場合もありますので、ご了承ください。 

 

 様式第４号を第５号に、様式第３号を第４号とし、様式第２号の次に次の１号を加える。 

 

様式第３号（第５条関係） 

（表） 

年  月  日 

住 所 

氏 名    様 

 

● あなたの事前登録期間は、つぎのとおりです。 

年  月  日  から    年  月  日 まで 

 

＜本人通知制度について＞ 

＊ 登録の期間は、登録日から３年間です。廃止の届出がなければ、期間満了後に自動的 

に登録期間を３年間延長します。 

 

交付年月日 年   月   日 

交付証明書 

の 種 別 

                               

                               

交 付 通 数    通 内訳 
 

交付請求者 

の 種 別 
本人の代理人請求  第三者請求（個人・法人・八業士） 

備   考 
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＊ 通知の対象となる証明書 

□住民票（消除されてから１５０年以内の除票を含む。） 

□戸籍の附票の写し（消除されてから１５０年以内の戸籍の附票の除票を含む。） 

□戸籍等（除籍、改製原戸籍を含む。）  

※詳しくは裏面をご覧ください。 

 

＊ 通知の内容 

① 住民票の写し等の交付年月日  

② 住民票の写し等の種別及び通数 

③ 交付請求者の種別（代理人、第三者の別） 

※請求者の氏名、住所は通知できません。この場合、「自己情報の開示請求」を行うことができま

す。（情報公開室で請求してください。） 

 

＊ 通知の対象とならないもの 

① 国又は地方公共団体からの請求により交付したとき。 

② その他、市長が特別な申出又は請求と認めたとき。 

 

裏面もお読みください。                   大和高田市 市民課 

（裏） 

住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度について 

 

１． この制度により事前登録をした者（以下「事前登録者」という。）に係る住民票（除票を含む。）
の写し、住民票記載事項証明書（除票を含む。）、戸籍の附票（除附票を含む。）の写し、磁気ディ
スクをもって調製された戸籍の附票（除附票を含む。）の写しに記録されている事項の全部又は一
部を証明した書面、戸籍（除籍を含む。）謄抄本、戸籍（除籍を含む。）に記載した事項に関する
証明書及び磁気ディスクをもって調製された戸籍又は除かれた戸籍に記録されている事項の全部
又は一部を証明した書面（以下「住民票の写し等」という。）を第三者（本人等≪注≫の代理人及
び本人等以外の者（国又は地方公共団体の機関を除く。）をいう。以下同じ。）に交付した場合に、
その事実について通知するものです。 

 

≪注≫本人等 ＝（住民票関係）本人又は本人と同一の世帯に属する者 
        （戸 籍関係）本人、本人の配偶者、直系尊属又は直系卑属 

 
 
２． 第三者に事前登録者の住民票の写し等を交付したときは、事前登録者に住民票の写し等交付通

知書を送付します。なお、通知書を発送するまでには事務処理の期間を必要としますので、あら
かじめご了承ください。 

 
３． 通知の内容は、住民票の写し等を第三者に交付した年月日、住民票の写し等の種別及び通数、

交付請求者の種別です。申請者の氏名等は通知の対象となりません。また、要綱第８条により通
知の対象とならない場合もありますので、あらかじめご了承ください。なお、その他の内容につ
いて確認が必要な場合は「大和高田市個人情報保護条例」に基づき、自己情報の開示請求をする
ことができます。 
 通知の送付先は、事前登録者の住民登録地になります。 
 

４． 住民票の写し等交付通知書は、事前登録者についての住民票の写し等を第三者に交付した場合
に限り通知するものです。なお、事前登録者と同一世帯の住民票、戸籍簿に記載されている者で
あっても、事前登録をしていなければ通知の対象となりません。 

 
５． 転出又は転居、戸籍届出等により、事前登録した内容に変更が生じた場合、又は事前登録を廃
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止する場合は届出が必要です。転出又は転居、戸籍届出等による変更があった場合、届出をしな
ければ、通知が届かなくなりますのでご注意ください。 
また、通知が複数回にわたり返戻となった場合、事前登録を廃止することがありますのでご注

意ください。 
なお、事前登録者が死亡した（失踪宣告を受けた場合を含む。）ときや、居所不明等により住

民票が消除されたときは、事前登録を廃止します。 
 
６． 事前登録者は、疾病その他やむを得ない理由により自ら手続をすることができない場合は法定

代理人又は任意代理人により事前登録の変更・廃止の届出をすることができます。ただし、本人
通知制度事前登録（変更・廃止）届出書と併せて次の書類の提出又は提示が必要となります。 

（１） 事前登録者本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅券等） 
（２） あなたがこの届出に係る法定代理人であるときは、併せてその資格を証明する書類（戸籍謄
本等）及びあなたが法定代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転免許証、旅
券等） 

（３） あなたがこの届出に係る任意代理人であるときは、併せて任意代理人であることを証明する
書類（委任状等）及びあなたが任意代理人本人であることを証明する書類（個人番号カード、運転
免許証、旅券等） 

 
７． 事前登録の期間は、登録日（受付日の翌日）より３年間です。廃止の届出がなければ、期間満

了日の翌日から自動的に３年間延長されます。廃止を希望される場合は、期間満了前までにその
旨の届出をしてください。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律（平成２５年法律第２８号）第２０条第１項の規定によりなお従前の例によ

ることとされた住民基本台帳カード（本人の顔写真が貼付されているものに限る。）については、

この告示による改正後の大和高田市住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度に関する要

綱別表第１の規定にかかわらず、令和７年１２月２８日までの間に限り、第４条の規定による申込

者又は代理人が本人であることの確認を行うための書類とみなす。 

 

告示第４５号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項に規定する指定代理納付者を指定し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１３条第２項の規定により告示する。 

  令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定代理納付者の名称及び所在地 

   名称 所在地 

ソフトバンク・ペイメント・サービス株式

会社 

東京都港区新橋１丁目９番２号 

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川１-１４-１ 楽天クリムゾ

ンハウス 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社 東京都渋谷区道玄坂１－１４－６ 

南都ディーシーカード株式会社 奈良県生駒市東生駒一丁目６１番地７ 

三菱ＵＦＪニコス株式会社 東京都文京区本郷３丁目３３番５号 

株式会社トラストバンク 東京都目黒区青葉台三丁目６番２８号 

 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入の種類 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 
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３ 指定代理納付者に歳入を代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

告示第４６号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、収納事務を委託し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１７条の３の規定により告示する。 

  令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者の名称及び所在地 

   名称 所在地 

株式会社さとふる 東京都中央区京橋二丁目２番１号 

楽天株式会社 東京都世田谷区玉川１-１４-１ 楽天クリムゾ

ンハウス 

株式会社トラストバンク 東京都目黒区青葉台三丁目６番２８号 

 

２ 委託した収納事務 

  ふるさと大和高田応援寄附金（インターネットを利用して納付するものに限る。） 

 

３ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

告示第４８号 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１６条第 3項の規定により、本市における令和２年度

固定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳簿の縦覧の場所及び期間を次のとおり告

示します。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．縦覧場所  大和高田市役所 税務課 

２．縦覧期間  令和２年４月１日から令和２年４月３０日までの午前８時３０分から午後５時１５

分まで。ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日を除く。 

 

告示第４９号 

大和高田市子育てサポート事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和２年３月３１日  

大和高田市長 堀内 大造   

   大和高田市子育てサポート事業実施要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市子育てサポート事業実施要綱（平成１４年告示第１２３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「市民が」を「地域において」に改める。 

 第４条第１項を次のように改める。 

  利用会員は、市内に住所を有する者（出産のため、本市に住所を有する当該利用会員の父母の居

宅に一時的に滞在する者を含む。）であって、乳幼児又は小学生を現に養育しているものでなければな
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らない。 

 第４条中第２項を削り、第３項を第２項とし、第４項を第３項とし、第５項を第４項とする。 

 第５条第１項第１号中「（以下「会員」という。）」を削り、同項第３号及び第４号中「会員」を

「サポート会員」に改め、同条第３項の表を次のように改める。 

託児を行う子どもの年齢 派遣するサポート会員の人数 

２歳未満 託児を行う子ども１人につき １人 

２歳以上 託児を行う子ども３人につき １人 

 第６条第１項中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

 第７条第４項中「別記様式」を「様式第１号」に改める。 

 第１２条を削る。 

 第１１条中「会員」を「利用会員及びサポート会員」に改め、同条を第１２条とする。 

 第１０条中「会員」を「サポート会員」に改め、同条を第１１条とする。 

 第９条第２項中「会員は」を「利用会員及びサポート会員は」に、「当事者間である会員間」を「当

事者間」に改め、同条を第１０条とし、第８条の次に次の１条を加える。 

 （サポート料金等の減免） 

第９条 市長は、利用会員が新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律第 31号）第２条

第１号に規定する新型インフルエンザ等の感染拡大防止を図る措置の影響により支援活動を必要

とするときは、前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、サポート料金及び事務費を免除するこ

とができる。 

２ 前項の規定によるサポート料金及び事務費の免除を受けようとする者は、大和高田市子育てサポ

ート事業サポート料金等免除申請書（様式第２号）に、その理由を証する書類を添付して市長に提

出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請内容を審査し、サポート料金及び事務費の免除に係る決定をした

ときは、その結果を大和高田市子育てサポート事業サポート料金等免除決定通知書（様式第３号）

により申請者に通知するものとする。 

 別表を次のように改める。 

別表（第８条関係） 

活動日 活動時間帯 

１時間当たりのサポート料金 

子ども１人目 

子ども２人目以降１

人につき 

２歳未満 ２歳以上 

日曜日から土曜

日まで（下記の期

間を除く。） 

午前７時から午後８時まで ６００円 ６００円 ３００円 

上記以外の時間 ７００円 ７００円 ３５０円 

１２月２９日か

ら１月４日まで 

午前７時から午後８時まで ７００円 ７００円 ３５０円 

上記以外の時間 ８００円 ８００円 ４００円 

 備考 

  １ 最初の１時間までは、それに満たない場合でも１時間の利用があったものとみなし、１時間

を超えるときは、３０分を単位として１時間当たりのサポート料金の２分の１に相当する金額

を加算するものとする。 

  ２ 利用会員が支援活動の依頼を取り消す場合は、次のとおり取消料をサポート会員に支払うも

のとする。 
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   （１） 前日までの取消し 無料 

   （２） 当日の取消し 上記基準により算出された料金の半額 

   （３） 無断取消し 上記基準により算出された料金の全額 

 別記様式を次のように改める。 

様式第１号（第７条関係） 

子育て支援活動報告書 

託 児 場 所  

利用会員への支援の場合 講演会等での支援の場合 

利用会員氏名                  （会員№     ） 

住所 

ＴＥＬ 

講演会等を開催する 

団体等の名称 

子どもの名前 

                  （   歳） 女 ・ 男 

                  （   歳） 女 ・ 男 

                  （   歳） 女 ・ 男 

支援活動の内容 

□ (１) 利用会員又は利用会員の家族の疾病等に伴う子どもの託児 

□ (２) 保育所、幼稚園又は幼保連携型認定こども園における教育保育時

間前後の子どもの託児 

□ (３) 保育所、幼稚園若しくは幼保連携型認定こども園又は児童ホーム

への子どもの送迎 

□ (４) 小学校放課後の子どもの託児 

□ (５) その他 

講演会等の名称 

子どもの様子、連絡事項等 託児を要する子どもの総数 

 

 

サ 
ポ 

ー 

ト 

料 

金 

等 

サポート料金           時間     人数 

１時間当たり 600 円 ×    ｈ ×    人⇒     円 

  

１時間当たり 700 円 ×    ｈ ×    人⇒     円 

  

１時間当たり    円 ×    ｈ ×    人⇒     円 

  

円 

サポート料金 

１時間当たり 600円 

×    ｈ 

     円 

利用料金                                        100円                       利用料金   100円  

円  円  

 

      年  月  日 

 

大和高田市長  殿 

 上記の内容に相違ないことを確認しました。 

 

氏  名                   

印 

  以上のとおり、支援活動の報告をします。 

                                                    報告者（サポート会員№     ）   

 

氏 名                    印 

 

（裏面） 
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子育てサポートクラブ 

  年  月分 

№ 月 日 支援活動の内容（ＮＯ） 利用時間 備考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

 

様式第１号の次に次の２様式を加える。 

様式第２号（第９条関係） 

大和高田市子育てサポート事業サポート料金等免除申請書 

   年  月  日 

大和高田市長  殿 

住  所                  

氏  名               印  

電話番号                  

 

 下記のとおりサポート料金等の免除を申請します。 

 

記 

 

１ 申請期間       年  月  日から     年  月  日まで 

利用件数  利用料金合計  
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２ 子どもの氏名等 

                     （    歳）  

                     （    歳）  

                     （    歳）  

 

３ 免除を受けようとする理由 ※理由を証する書類を添付してください。 

 

 

様式第３号（第９条関係） 

大和高田市子育てサポート事業サポート料金等免除決定通知書 

第     号 

年  月  日 

        様 

大和高田市長         印  

 

      年   月  日付けで申請のありました大和高田市子育てサポート事業サポート料金

等免除申請については、下記のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 減免期間       年  月  日から     年  月  日まで 

 

２ 子どもの氏名等 

                     （    歳）  

                     （    歳）  

                     （    歳）  

 

３ 決定区分 

□ サポート料金等を免除します。 

□ 免除しません。 

   〈理由〉 

 

 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 

告示第５０号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定により、使用料の収納 

の事務を私人に委託したので、同条第２項の規定により次のとおり告示する。 

令和２年３月３１日 

                              大和高田市長 堀内 大造   

１ 委託を受けた者 
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（１） 大和高田市大字池田４１８番地１ 

公益社団法人 大和高田市シルバー人材センター 理事長 坂本 勝 

２ 委託した事務の範囲 

  大和高田市市営斎場に係る使用料の領収及び保管 

３ 委託期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで  

 

告示第５３号 

 大和高田市自転車駐車場条例（平成５年条例第１８号）に定める使用料の収納に関する事務及び大

和高田市自動車駐車場条例（平成８年条例第２４号）に定める使用料の収納に関する事務を次の者に

委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定により告示し

ます。 

  令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．収納の事務を委託した者の住所、氏名 

  奈良県大和高田市池田４１８番地の１ 

社団法人 大和高田市シルバー人材センター 

２．委託した事務の範囲 

（１） ＪＲ高田駅西側駐車場に係る使用料の収納 

（２） サイクルポート近鉄高田北に係る使用料の収納 

（３） サイクルポート近鉄高田南に係る使用料の収納 

（４） サイクルポートＪＲ高田に係る使用料の収納 

（５） サイクルポートＪＲ高田西に係る使用料の収納 

（６） サイクルポート高田市駅に係る使用料の収納 

（７） サイクルポート松塚駅に係る使用料の収納 

（８） サイクルポート浮孔に係る使用料の収納 

３．期   間 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

４．収納の方法 

口頭、掲示及び自動管理機器による収納 

 

告示第５５号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項に規定する指定代理納付者を指定し

たので、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第１３条第２項の規定により告示する。 

  令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定代理納付者の名称及び所在地 

名  称 所在地 

ヤフー株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号 

２ 指定代理納付者に代理納付させる歳入の種類 

  軽自動車税（インターネットによる公金支払の方法により代理納付されるものに限る。） 

３ 指定代理納付者に歳入を代理納付させる期間 

  令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 
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告示第５６号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

令和２年４月６日 

  大和高田市長 堀内 大造   

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田
駅･ＪＲ高田駅
周辺 

近鉄高田市

駅周辺 

近鉄松塚駅

周辺 

近鉄浮孔駅

周辺 

近鉄築山駅

周辺 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

自転車 

原動機

付自転

車 

令和２年３月１２日   １        

令和２年３月１７日 ２ １         

令和２年３月２５日 １          

令和２年３月２６日 １        １  

令和２年３月３１日 １          

３ 保管場所 

大和高田市曽大根１丁目高田バイパス高架下 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円を

徴収する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

告示第５８号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 
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（１） 施設の名称 

大和高田市総合福祉会館 

（２） 施設の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

２ 指定管理者となる団体 

（１） 団体の名称 

社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２） 団体の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市総合福祉会館条例（平成１７年条例第３６号）第１７条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

告示第５９号 

大和高田市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第１号）第

６条第２項の規定により、指定管理者の指定について告示します。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設 

（１） 施設の名称 

大和高田市高田温泉さくら荘 

（２） 施設の所在地 

大和高田市大字池田４４７番地 

２ 指定管理者となる団体 

（１） 団体の名称 

社会福祉法人 大和高田市社会福祉協議会 

（２） 団体の所在地 

大和高田市大字池田４１８番地１ 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

大和高田市高田温泉さくら荘条例（平成１７年条例第２５号）第１４条に規定する業務 

４ 指定管理者の指定の期間 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで 

 

告示第６２号 

大和高田市地域包括ケア会議設置要綱を廃止する告示を次のように定める。 

令和２年３月３１日 

大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市地域包括ケア会議設置要綱を廃止する告示 

大和高田市地域包括ケア会議設置要綱（平成１８年告示第１０１号）は、廃止する。 

附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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公告第６号 

 大和高田市自動車臨時運行許可に関する取扱規則（昭和５７年規則第２１号）の規定により、次の

自動車臨時運行許可番号標を無効としたので公告します。 

  令和２年３月４日 

 大和高田市長 堀内 大造   

○ 臨時運行許可番号標番号 

３３－８４ 

 

公告第７号 

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

なお、その関係書類を市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供する。 

令和２年３月１１日 

大和高田市長 堀内 大造   

 

公告第８号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６２条第１項の規定による都市計画事業の図書の写し

の送付を受けたので、同法第６３条第２項の規定において準用する同条第６２条第２項の規定により、

次のとおり公衆の縦覧に供する。 

令和２年３月１３日 

大和高田市長 堀内 大造   

１．施行者の名称 

大和高田市 

２．都市計画事業の種類及び名称 

大和都市計画公園事業５・５・９号大和高田市総合公園 

３．変更後の事業施行期間 

昭和６１年２月２５日から令和６年３月３１日まで 

４．事業地 

大和高田市大字出字東半田、字南半田、大字曽大根字四丁田及び大字西坊城字鎌田地内 

５．縦覧場所 

大和高田市環境建設部都市計画課 

 

公告第９号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年３月２３日 

大和高田市長 堀内 大造   

公 告 
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１ 件  名 令和２、３年度大和高田市指定ごみ袋等配送業務委託 

２ 契約期間 令和２年４月１日から令和４年３月３１日まで 

３ 業務内容等 仕様書のとおり 

４ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。 

（３）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「役務の

提供（運送・配送）」に登録している者であること。 

（４）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）（１）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

（７）貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第３条の規定

による一般貨物自動車運送事業の許可を有する者又は同法第３６条

第１項の規定による貨物軽自動者運送事業者であること。 

５ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 一般貨物自動車運送事業の許可を受けていること又は貨物軽

自動者運送事業者であることを証する書類 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年３月２３日（月）から令和２年３月３１日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年３月３０日（月）必着のものまで受付可と

します。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 
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６ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

７ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年４月７日（火）午後５時１５分まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年４月８日（水）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年４月９日（木）まで。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１０ 入札保証金 免除します。 

１１ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年４月１０日（金）午前９時００分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１２ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１３ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１４ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年３月２５日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 件  名 令和２年度大和高田市ケアプラン点検業務委託 

２ 業務期間 令和２年５月１日から令和３年３月３１日まで 

３ 業務場所 大和高田市役所 

４ 業務内容 仕様書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（３）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「役務の

提供」に登録している者であること。 

（４）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（５）（１）に該当する者のほか、大和高田市が締結する契約からの暴

力団関係業者の排除措置要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第

４号又は第５号に該当する者でないこと。 

（６）地方公共団体において、ケアプラン点検業務の受託実績を有す

る者であること。 

（７）以下のいずれかの資格を認証取得している者であること。 

  ・プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】 

  ・情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ

２７００１】 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」
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欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ ４の（６）の要件を満たすことを証するもの（契約書等）の

写し 

④ プライバシーマーク【ＪＩＳＱ１５００１】又は情報セキュ

リティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）【ＪＩＳＱ２７００

１】の認定取得を証する書類の写し 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

令和２年３月２５日（水）から令和２年４月７日（火）まで。た

だし、土曜日及び日曜日を除きます。 

郵送の場合、令和２年４月６日（月）必着のものまで受付可とし

ます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の受領後速やかに行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日から３日以内 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年４月１７日（金）午後５時１５分まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年４月２１日（火）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

９ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年４月２３日（木）まで。入札執行日の前日であるため、

この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 
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大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１０ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１１ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金

額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、

大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停

止の措置を講じることとなります。 

１２ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年４月２４日（金）午前１０時 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１４ 落札者の決定等 落札者は、各業務の予定価格の制限の範囲内で、合計金額の最低価

格をもって入札を行った者とします。 

１５ 契約保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契

約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額

の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、大

和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止

の措置を講じることとなります。 

１６ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年３月２７日 
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大和高田市長 堀内 大造   

１ 業務名 大和高田市都市計画マスタープラン策定業務委託 

２ 履行場所 大和高田市 全域 

３ 履行期間 契約締結日から令和４年３月１８日（金）まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の土木関係

建設コンサルタント業務（「都市計画及び地方計画」部門）又は大和

高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「役務の提供」の

うち「検査・分析・調査業務」に登録している者であること。 

（２）平成２２年４月１日以降に「都市計画マスタープラン」策定業

務（改定の計画を含むが、改定に伴う調査業務のみの場合は含まな

い。）において管理技術者又は担当技術者として従事した技術者を配

置できる者であること。 

（３）技術士（総合技術監理部門：建設－都市及び地方計画）又は技

術士（建設部門：都市及び地方計画）又は RCCM（都市計画及び地

方計画）の有資格者を管理技術者として配置できる者であること。 

（４）空間情報総括監理技術者の有資格者を配置できる者であること。

なお、（２）（３）（４）に規定する技術者は兼ねることができるもの

とする。 

（５）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

（６）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法

の規定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（８）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０

号）に基づく資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（９）（６）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を提出し、競争入札参加資格についての

確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者

は、競争入札に参加することができません。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② ５の（２）に掲げる配置予定者の平成２２年４月１日以降に

おける同種業務の実績を証明できるもの 

（テクリス技術者情報の印刷等） 

③ ５の（３）に掲げる管理技術者として配置予定者の資格者証

の写し 
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④ ５の（４）に掲げる資格者証の写し 

⑤ 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月８日（水）まで。 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除き

ます。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月８日（水）まで。 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年４月２０日（月）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年４月２１日（火）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年４月２３日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 
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大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額

を消費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市

契約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停

止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとな

ります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年４月２４日（金）午前９時４０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表し

ます。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の

価格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１０，０８０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１２号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年３月２７日 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 片塩小学校既存校舎解体及び備蓄倉庫、外部便所倉庫新築工事 
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２ 工事場所 大和高田市 旭北町 地内（片塩小学校） 

３ 工事期間 契約締結日から令和３年２月２５日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満

たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の建築一式工事

に登録している者であること。 

（２）大和高田市格付け等級がＡ又はＢ級の者であること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項における解体

工事の建設業許可を有する者であること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であ

ること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の

申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。（ただ

し、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法の規定による

再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）

に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（８）（５）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置要

綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者で

ないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等

を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められ

た者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和

高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）

するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

③ 建設業許可証明書等の写し 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるもの

は受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡ししま

す。） 

（４）受付期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月３日（金）まで。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時

までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室

  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 
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（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送付

します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を送

付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月３日（金）まで。 

（２）配布の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１時

までを除きます。 

（３）配布の場所 

大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階 環境建設部契約監理室 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次の

とおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市ホー

ムページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年４月２４日（金）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

令和２年４月２７日（月）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年５月７日（月）。入札執行日の前日であるため、この日の翌

日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便によ

るものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消費税

等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約

規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額

を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱

の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

令和２年５月８日（火）午前９時 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日契約監理室において一般の閲覧に供す
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るとともに、大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽

の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者

の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入

札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格

をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１１９，３６０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないとき

は、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

議会規則第１号 

大和高田市議会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市議会が保有する 

個人情報の保護に関する規則を廃止する規則を次のように定める。 

 令和２年３月２６日 

大和高田市議会議長 萬津 力則   

大和高田市議会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市議会が保有す 

  る個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

 次に掲げる規則は、廃止する。 

 （１） 大和高田市議会が保有する公文書の開示に関する規則（平成１３年議会規則第１号） 

 （２） 大和高田市議会が保有する個人情報の保護に関する規則（平成１３年議会規則第２号） 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

 

 

教育委員会告示第４号 

大和高田市教育委員会３月臨時委員会を次のとおり招集する。 

令和２年２月２５日 

大和高田市教育委員会教育長 梶木 義敏   

１ 日時  

令和２年３月１０日（火）午後３時００分 

２ 場所  

市役所 ４階 委員会室 

３ 議案  

第１号 教職員人事について 

教育委員会 

議会 
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第２号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第５号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和２年３月１７日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

１ 日時 

令和２年３月２４日（火） 午前９時００分 

２ 場所 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 ３階 西会議室 

３ 議案 

第１号 大和高田市選挙管理委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市選

挙管理委員会が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程について 

第２号 在外選挙人名簿の抹消について 

第３号 平成３１年４月２１日執行の大和高田市長選挙における収支報告書の要旨の公表に

ついて 

第４号 平成３１年４月２１日執行の大和高田市議会議員選挙における収支報告書の要旨の

公表について 

第５号 その他 

 

選挙管理委員会告示第６号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

令和２年３月２３日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

１ 日時 

令和２年３月３０日（月） 午前９時００分 

２ 場所 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 ３階 西会議室 

３ 議案 

第１号 大和高田市選挙管理委員会規程の一部を改正する規程 

第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第７号 

大和高田市選挙管理委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市選挙管理委員会

が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程を次のように定める。 

令和２年３月２４日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

大和高田市選挙管理委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市選挙管理委

員会が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程 

選挙管理委員会 
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次に掲げる規程は、廃止する。 

（１） 大和高田市選挙管理委員会が保有する公文書の開示に関する規程（平成１３年選挙管理委

員会告示第５１号） 

（２） 大和高田市選挙管理委員会が保有する個人情報の保護に関する規程（平成１３年選挙管理

委員会告示第５２号） 

附 則 

この規程は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

選挙管理委員会告示第８号 

平成３１年４月２１日執行の大和高田市長選挙における各候補者から提出のあった選挙運動に関

する収入及び支出の要旨を、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規定によ

り、別紙のとおり公表する。 

令和２年３月２４日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

別紙省略（市役所前掲示場掲示済） 

 

選挙管理委員会告示第９号 

平成３１年４月２１日執行の大和高田市議会議員選挙における各候補者から提出のあった選挙運

動に関する収入及び支出の要旨を、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１９２条第１項の規

定により、別紙のとおり公表する。 

令和２年３月２４日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

別紙省略（市役所前掲示場掲示済） 

 

選挙管理委員会告示第１０号 

大和高田市選挙管理委員会規程（昭和３６年選挙管理委員会告示第７号）の一部を次のように改正

する。 

令和２年３月３０日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 酒本 繁雄   

大和高田市選挙管理委員会規程の一部を改正する規程 

第１４条の３第３項中「職員」の次に「（常時勤務を要する職を占めるものに限る。）」を加え、

同条に次の１項を加える。 

４ 事務局に置く会計年度任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員をいう。）の任用については、大和高田市会計年度任用職員の任用

等に関する規則（令和２年規則第５号）の任用の例による。 

第１４条の６第３号中「臨時職員の任用」を「臨時的任用」に改める。 

附 則 

この規程は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

  

農業委員会告示第３号 

令和２年第４回大和高田市農業委員会の会議を次のとおり招集する。 

令和２年３月２６日 

農業委員会 
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大和高田市農業委員会会長 今村 平治郎   

１ 日時 

令和２年４月１０日（金曜日）午後３時 

２ 場所 

大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議案 

第１号  農地法第３条第１項について申請の件 

第２号  農地法第５条規定による申請の件 

第３号  農地法第１８条第６項についての通知の件 

第４号  農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画について 

第５号  その他 

 

 

 

監査委員告示第２号 

大和高田市監査委員が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市監査委員が保有する個

人情報の保護に関する規程を廃止する規程を次のとおり定める。 

令和２年３月２５日 

大和高田市代表監査委員 田中 俊男   

大和高田市監査委員が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市監査委員が保有す

る個人情報の保護に関する規程を廃止する規程 

次に掲げる規程は、廃止する。 

（１） 大和高田市監査委員が保有する公文書の開示に関する規程（平成１３年監査委員告示第７

号） 

（２） 大和高田市監査委員が保有する個人情報の保護に関する規程（平成１３日監査委員告示第

８号） 

附 則 

この規程は、令和２年４月 1日から施行する。 

  

 

 

 

固定資産評価審査委員会規程第１号 

大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市固定資

産評価審査委員会が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

                           大和高田市固定資産評価審査委員会 

大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市固

定資産評価審査委員会が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程 

次に掲げる規程は、廃止する。 

（１） 大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する公文書の開示に関する規程（平成１３年固

定資産評価審査委員会告示第１号） 

（２） 大和高田市固定資産評価審査委員会が保有する個人情報の保護に関する規程（平成１３年

監査委員 

固定資産評価委員 



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

130 

固定資産評価審査委員会告示第２号） 

附 則 

この規程は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

 

 

公平委員会規則第１号 

大和高田市公平委員会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市公平委員会が保有す

る個人情報の保護に関する規則を廃止する規則を次のように定める。 

令和２年３月２７日 

大和高田市公平委員会委員長 鹿嶋 章   

大和高田市公平委員会が保有する公文書の開示に関する規則及び大和高田市公平委員会が保

有する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

次に掲げる規則は、廃止する。 

（１） 大和高田市公平委員会が保有する公文書の開示に関する規則（平成１３年公平委員会規則

第２号） 

（２） 大和高田市公平委員会が保有する個人情報の保護に関する規則（平成１３年公平委員会規

則第３号） 

附 則 

この規則は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

 

  

企業管理規程第１号 

大和高田市上下水道事業管理者が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市上下水道事

業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程を次のように定める。 

令和２年３月３１日 

                              （大和高田市上下水道事業管理者） 

                               大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市上下水道事業管理者が保有する公文書の開示に関する規程及び大和高田市上下水

道事業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程を廃止する規程 

次に掲げる規程は、廃止する。 

（１） 大和高田市上下水道事業管理者が保有する公文書の開示に関する規程（平成１３年企業管

理規程第１号） 

（２） 大和高田市上下水道事業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程（平成１３年企業

管理規程第２号） 

附 則 

この規程は、令和２年４月 1日から施行する。 

 

企業管理規程第２号 

大和高田市上下水道事業会計規程（昭和４２年企業管理規程第７号）の一部を次のように改正する。 

令和２年３月３１日 

（大和高田市上下水道事業管理者） 

公営企業 

公平委員会 
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 大和高田市長 堀内 大造   

大和高田市上下水道事業会計規程の一部を改正する規程 

第１４条第２項中「、別表第１に定めるところによる」を「、上水道事業にあっては別表第１に定

めるところにより、下水道事業にあっては別表第３に定めるところによる」に改める。 

第２５条第３項中「、法定福利費、賃金」を「及び法定福利費」に改める。 

第６９条第１項中「竣工」を「しゅん工」に改める。 

別表第１中 

「 

配水費  配水池、その他配水に係る設備の維持及び

作業に要する費用 

 
報酬 臨時職員又は嘱託員等に対する報酬 

 
給料 職員の本給 

 
職員手当 職員の扶養、期末、勤勉、超過勤務及び特

殊作業等の諸手当 

 
賞与引当金繰

入額 

法定福利費 

賞与引当金として計上するための繰入額 

事業主負担の健康保険料、厚生年金保険

料、失業保険料、労災保険料及び労務災害

補償費等 

 旅費 旅費に関する規定等に基づいて職員等に

支給する旅費 

賃金 臨時雇用及び人夫の賃金 

被服費 被服貸与規定に基づいて職員に貸与する

被服の購入費 

」を 

「 

配水費  配水池、その他配水に係る設備の維持及び

作業に要する費用 

 
報酬 臨時職員又は嘱託員等に対する報酬 

 
給料 職員の本給 

 
職員手当 職員の扶養、期末、勤勉、超過勤務及び特

殊作業等の諸手当 

 
賞与引当金繰

入額 

法定福利費 

賞与引当金として計上するための繰入額 

事業主負担の健康保険料、厚生年金保険

料、失業保険料、労災保険料及び労務災害

補償費等 
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 旅費 旅費に関する規定等に基づいて職員等に

支給する旅費 

被服費 被服貸与規定に基づいて職員に貸与する

被服の購入費 

」に、 

「 

給水費  給水装置に附属する量水器その他の設備

の維持及び作業に要する費用 

 
報酬 

 

 
給料 

 

 
職員手当 

 

 
法定福利費 

 

 旅費  

賃金  

被服費  

」を 

「 

給水費  給水装置に附属する量水器その他の設備

の維持及び作業に要する費用 

 
報酬 

 

 
給料 

 

 
職員手当 

 

 
法定福利費 

 

 旅費  

被服費  

」に、 

「 

総係費 
 事業活動の全般に関連する費用並びに料

金の調定、集金及び検針その他の業務に要

する費用 

 
報酬  
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給料  

 
職員手当  

 
退職給付費  

 
法定福利費  

 賃金  

 被服費  

」を、 

「 

総係費 
 事業活動の全般に関連する費用並びに料

金の調定、集金及び検針その他の業務に要

する費用 

 
報酬  

 
給料  

 
職員手当  

 
退職給付費  

 旅費  

 被服費  

」に改める。 

 別表第２中 

「 

旅費 支出決定のと

き 

支出しようとす

る額又は概算旅

費の額 

旅行命令簿兼旅費

請求書 

支出負担行為兼支出命

令書によることができ

る 

賃金 雇入れのとき 賃金単価、雇用人

員及び雇用期間

の積算額 

賃金支給明細書 支出負担行為兼支出命

令書によることができ

る 

支出決定のと

き 

支出しようとす

る額 

賃金支給明細書  

被服費 契約締結のと

き 

（請求のあっ

たとき） 

契約金額 

（請求のあった

額） 

契約書 

請求書 

見積書 

契約規則第２８条第１

項第１号に規定する契

約書の作成を省略でき

るもの、単価契約された
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ものは支出負担行為兼

支出命令書によること

ができる 

」を、 

「 

旅費 支出決定のと

き 

支出しようとす

る額又は概算旅

費の額 

旅行命令簿兼旅費

請求書 

支出負担行為兼支出命

令書によることができ

る 

被服費 契約締結のと

き 

（請求のあっ

たとき） 

契約金額 

（請求のあった

額） 

契約書 

請求書 

見積書 

契約規則第２８条第１

項第１号に規定する契

約書の作成を省略でき

るもの、単価契約された

ものは支出負担行為兼

支出命令書によること

ができる 

」に 

改める。 

 別表第３中 

「 

管渠費  管渠の維持及び作業に要する費用 

 報酬 臨時職員又は嘱託員等に対する報酬 

 給料 職員の本給 

 職員手当 職員の扶養、期末、勤勉、超過勤務及び特殊作業等の

諸手当 

 退職給付費 職員の退職手当 

 法定福利費 事業主負担の健康保険料、厚生年金保険料、失業保険

料、労災保険料及び労務災害補償費等 

 旅費 旅費に関する規定等に基づいて職員等に支給する旅

費 

 賃金 臨時雇用及び人夫の賃金 

 被服費 被服貸与規定に基づいて職員に貸与する被服の購入

費 

」を 

「 

管渠費  管渠の維持及び作業に要する費用 

 報酬 臨時職員又は嘱託員等に対する報酬 
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 給料 職員の本給 

 職員手当 職員の扶養、期末、勤勉、超過勤務及び特殊作業等の

諸手当 

 退職給付費 職員の退職手当 

 法定福利費 事業主負担の健康保険料、厚生年金保険料、失業保険

料、労災保険料及び労務災害補償費等 

 旅費 旅費に関する規定等に基づいて職員等に支給する旅

費 

 被服費 被服貸与規定に基づいて職員に貸与する被服の購入

費 

」に、 

「 

受託事業費  管渠工事等の受託工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 賃金  

 被服費  

」を 

「 

受託事業費  管渠工事等の受託工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に、 

「 

普及指導費  公共下水道の普及指導に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 賃金  

 被服費  



令和２年４月１０日（金） 大 和 高 田 市 公 報 第３７５号 

 

 

 

 

136 

」を 

「 

普及指導費  公共下水道の普及指導に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に、 

「 

業務費  下水道使用料の調定、集金及び検針その他業務に要す

る費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 賃金  

 被服費  

」を 

「 

業務費  下水道使用料の調定、集金及び検針その他業務に要す

る費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に、 

「 

総係費  事業活動の全般に関連する費用並びに使用料の調定、

集金、検針その他の業務に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  
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 旅費  

 賃金  

 被服費  

」を 

「 

総係費  事業活動の全般に関連する費用並びに使用料の調定、

集金、検針その他の業務に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に、 

「 

管路建設費  管渠新設工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 賃金  

 被服費  

」を 

「 

管路建設費  管渠新設工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に、 

「 

管路改良費  管渠更生工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  
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 法定福利費  

 旅費  

 賃金  

 被服費  

」を 

「 

管路改良費  管渠更生工事に要する費用 

 報酬  

 給料  

 職員手当  

 退職給付費  

 法定福利費  

 旅費  

 被服費  

」に 

改める。 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

上下水道事業告示第３号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

令和２年３月２４日 

（大和高田市上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 事業者名        ２ 代表者名   ３ 所在地 

（株）K’s Corporation   北村 仁     大阪市東淀川区東中島１－１７－１８   

  神栄総社（株）       今西 幸子    北葛城郡上牧町上牧２５６５－１ 

 

上下水道事業公告第３号 

入 札 公 告 

 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

令和２年３月２７日 

（大和高田市上下水道事業管理者） 

大和高田市長 堀内 大造   

１ 工事名 配水管布設替工事（Ｓ０１） 

２ 工事場所 大和高田市 大中 地内 

３ 工事期間 契約締結日から令和２年７月３１日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 
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５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて

満たしているものとします。 

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の管工事（水

道）に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始

の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。

（ただし、会社更生法の規定による更生計画認可又は民事再生法の規

定による再生計画認可の決定を受けている者を除く。） 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）

に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（７）（４）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する

者でないこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注

工事が履行中（落札した時点から竣工検査に合格するまで）の者でな

いこと。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の

入札案件において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり一般競争入

札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参

加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申

請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと

認められた者は、競争入札に参加することができません。 

（１）申請書は本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとします。

様式については、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に

掲載（ダウンロード可能）するとともに、水道工務課にも備え付けて

います。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）

の申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、

本市指定様式によるものとし、様式については、申請書と同様に大和

高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるも

のは受け付けません。（申請書に受付印を押印し、その写しをお渡し

します。） 

（４）受付期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月３日（金）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１

時までを除きます。 

（６）受付場所  

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課  

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 
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提出期限の翌日より３日以内。ただし、土曜日及び日曜日を除きま

す。 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を送

付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を

送付します。 

８ 入札説明書（仕様書） 

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者

には入札説明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 

令和２年３月３０日（月）から令和２年４月３日（金）まで。ただ

し、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧等の時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後１

時までを除きます。 

（３）閲覧等の場所 

大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道工務課 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次

のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本市

上水道ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

令和２年４月２１日（火）午後５時まで 

（２）送信先 

大和高田市上下水道事業庁舎 上下水道部水道総務課 

ＦＡＸ ０７４５－２３－３８５０ 

（３）回答期限 

令和２年４月２２日（水）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

令和２年４月２３日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便に

よるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税（以下｢消費税等」という。）に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約希望金額を消

費税等抜きの金額で記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契

約規則第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する

金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措

置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなりま

す。 

１３ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 
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（１）日時 

令和２年４月２４日（金）午前９時２０分 

（２）場所 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、後日大和高田市ホームページで公表しま

す。 

１４ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚

偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札

者の決定前に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののし

た入札 

１５ 落札者の決定 落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価

格をもって入札を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限比較価格 ￥１３，８３０，０００－（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないと

きは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 


